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調査概要
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調査実施経緯と目的

3

◆独立行政法人情報処理推進機構（以下「IPA」）では、2018年度に実施した「デジタル・トランスフォーメーション（以下、DX）推進人材の機
能と役割のあり方に関する調査 」に続き、2019年度には「DX推進に向けた企業とIT人材の実態調査 」、さらに2020年度には「デジタル時代
のスキル変革等に関する調査」（以下、総称して「過年度調査」という）として、企業におけるDX取り組み状況や先進事例、及び先端デジタル
領域において不足が懸念されるIT人材の学び直しや流動実態等の調査事業を実施し、その結果を報告書として公開するなど、IT人材の変革という
視点から我が国における第4次産業革命の推進に資する取り組みを行ってきた。

◆上記の調査を通じて抽出された本質的な課題は、第4次産業革命の実現のためにはデジタル技術の有効活用もさることながら、事業や経営そのも
のの変革や、それを推進するための基盤となる人や組織のマネジメントの変革が重要なポイントであるということである。

◆これらを踏まえ2021年度においては、これまでの調査の経年変化を追うと同時に、IT人材の適材化・適所化(*1)に向けた具体的な施策検討の為
に、さらに深堀りした調査を行うこととした。

◆本調査結果を報告書や各種啓発資料としてとりまとめ公開することにより、IT業界だけでなく産業界全体の活性化や各種政策立案に活用されるこ
とを目的とする。

過年度調査

DX推進人材の機能と役割のあり方に関する調査(*2)
（2018年度）

DX推進に向けた企業とIT人材の実態調査(*3)
（2019年度）

デジタル時代のスキル変革等に関する調査(*4)
（2020年度）

本年度調査

デジタル時代のスキル変革等に関する調査
（2021年度）

◆ 調査主旨
IT人材の学び直しや流動実態の継続把握に加え、
DXに閉じない“変革”を推進していく上での組織や人材
マネジメントのあり方についての深掘り調査

◆ 調査主旨
企業のDXの取り組み状況やDXに対応する人材の現状の
課題を抽出するとともに、IT人材個人の学び直しおよ
び転職に関する意識の実態を把握

◆ 調査主旨
これまでの調査（企業におけるDXを含む変革への取り
組みや、組織・人材マネジメント、IT人材個人におけ
る学び直しに関する現状・課題）の経年変化を追うと
同時に、IT人材の適材化・適所化に向けた具体的な施
策検討のための深掘り調査

*1 IT人材の適材化・適所化とは、IT人材の学びや学び直しが行われ（＝適材化）、自身のスキルおよび志向性がマッチする場へ流動し活躍（＝適所化）している状態を指す。
*2 https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20190412.html
*3 https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200514_1.html
*4 https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20210422.html

企業調査

個人調査

https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20190412.html
https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200514_1.html
https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20210422.html
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調査項目と視点

◆ 過年度調査の設問をベースに、新たな調査視点を追加する形で調査を行った。

◆ 2020年度同様、個人と企業に対して同じ趣旨の質問を実施し、双方の認識の違いの有無などについての分析も行った。

重点調査項目
主な調査視点

企業 個人

IT人材の適材化の進捗・実態

◼ IT人材のキャリア形成に対してどのように支援して
いるか

◼ IT人材の学びに対する方針や、それに伴う投資・サ
ポート状況、IT人材に閉じないデジタルリテラシー
(*1)向上の取り組み状況の実態はどうか

◼ IT人材の学びの障害となっているものは何か

◼ キャリアや学びに対する意識は変化しているか

◼ スキル向上・新たなスキルの獲得における障害や有
効な学びの方法は何か

◼ 学びの障害と企業側の支援のギャップはあるか

◼ IT人材のキャリア形成や学びに対して、ミドルマ
ネージャーはどのように関与しているか

IT人材の適所化の進捗・実態

◼ 適所化の前段階として、どのようにIT人材のスキル
を可視化し、獲得しようとしているか。IT人材の把
握状況は改善しているか

◼ IT人材の流動（獲得・確保状況、離職状況など）は
どのような状況か

◼ 外国籍/女性IT人材の就業状況に変化はあるか

◼ IT人材の流動に対する意識や流動はどのような
状況か

◼ 適職に就けているか、また従業員エンゲージメント
(*2)の度合いはどのような状況か

◼ フリーランスの就業実態はどのようになっているか

IT人材の適材化・適所化の成果

◼ DXの取り組みによる成果・効果は出ているか

◼ IT人材の質・量の充足度は過年度と比して改善して
いるか

◼ スキル向上・新たなスキルの獲得はできているか

◼ スキル向上・新たなスキルの獲得によるメリット・
効果は出ているか

*1 デジタルリテラシーとは、全てのビジネスパーソンが持つべきデジタル時代の共通リテラシーのことを指す。
*2 従業員エンゲージメントとは、「従業員の自社に対する帰属意識や、企業の目標達成への貢献意欲の度合い」を指す。近年の調査結果により、従業員エンゲージメントと企業における財務指標や人材の離職率とが密接に関係

していることが分かっている（Gallup, 2017, “The Relationship Between Engagement at Work and Organizational Outcomes” ）。本調査では、従業員エンゲージメントの指標として「企業推奨度」を採用している。企
業推奨度とは、「親しい知人や友人に対して、自身の職場をどの程度勧めたいか」を10段階評価するものである。

太字は過年度調査に加えて追加した視点



All Rights Reserved Copyright© IPA 2022

調査概要

*1 デジタルビジネスとは、AI（人工知能）やIoT、ビッグデータをはじめとするデジタル技術を活用したビジネスを指す（「デジタル事業」と同意）。
*2 本調査でいう「IT人材」は、ITベンダー企業やネットビジネス企業、一般の事業会社の情報システム部門に所属しIT業務に携わる、いわゆるITエンジニアだけではなく、ITを活用して事業創造や

製品・サービスの付加価値向上、業務のQCD向上などを行う人々すべてを対象とした、広義のIT人材を指す。また、特定の企業に所属しないフリーランス等も含む。
*3 本調査では、IT企業は、情報通信業の情報サービス業を示す（一部情報通信業以外でIT事業が主体の企業も含む）。事業会社はIT企業以外を示している。業種は日本産業分類に基づく。

調査対象

• IT企業・事業会社の
人事部門の責任者
情報システム部門の責任者
デジタルビジネス(*1)推進部門の責任者

• 20歳～59歳の下記の人材
• 企業に所属するIT人材(*2)
• 特定の企業に属さないIT人材（フリーランス）

調査期間 • 2022年1月7日（金）～2022年1月26日（水） • 2022年1月7日（金）～2022年1月28日（金）

調査項目
• 2020年度調査項目＋2021年度重点調査事項

（前頁参照）
• 2020年度調査項目＋2021年度重点調査事項（前頁参照）

調査対象数
• IT企業(*3)：5,000社
• 事業会社(*3)：10,000社
• 計：15,000社

• 調査会社の登録モニターを利用

回収数
• IT企業：889社（回収率：17.8%）
• 事業会社：1,046社（回収率：10.5%）
• 計：1,935社（回収率：12.9%）

• 企業に所属するIT人材：2,136名
• 特定の企業に属さないIT人材（フリーランス）：482名

調査対象
抽出方法や

留意点

• 2020年度回答企業
（調査の継続性の観点から対象に選定）

• 企業データベースから業種や従業員規模で割り付けてラン
ダムに抽出

• 可能な限り、年代構成が社会実態に沿うよう、サンプル
を抽出

備考
• アンケートについてはIPAからの直接依頼とあわせ、経済

団体、IT関連の業界団体や各地域の情報サービス産業協会
等を通じた告知を実施

企業調査 個人調査

5
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実施体制

◆ IPA社会基盤センターを実施主体とし、具体的な調査業務等の委託先として株式会社野村総合研究所（以下「NRI」）の協力を

得ながら遂行した。

◆ また、調査の設計やその分析について、IPA内に設置した「スキル変革に関する研究会」へ報告し、適宜助言を受けた。

＜委員長＞
羽生田栄一 株式会社豆蔵 取締役・グループCTO

スキル変革に関する研究会

社会基盤センター

株式会社野村総合研究所

企業および個人向けアンケートの実施・集計分析を委託
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報告書をご覧頂くにあたっての注意点

◆ 企業調査・DXの成果有無の分析

⚫ 本調査の主眼はDXに代表されるような「変革」に向けた組織や人材マネジメントのあり方であることから、企業アンケートの
分析において、DXに取り組み、何らかの成果があったと回答した企業とそうでない企業との比較などを行っているが、以下の
点に留意されたい。

₋ 「成果の有無」についてはあくまでもアンケート回答企業の自己認識であり、客観的な指標や尺度に基づくものではない。
また成果のレベルについても本調査では問うておらず、DX推進指標(*1)のようにその水準については考慮していない。

₋ 2020年度調査ではDXの成果について、「成果が出ていない」・「分からない」を含めて「DX成果なし」としているが、
本年度は「成果が出ていない」企業のみを「DX成果なし」としている。

◆ サンプル

⚫ 企業・個人調査ともに2020年度調査結果と経年比較を行っているが、そのサンプルは同一ではない点に注意されたい。

⚫ 個人調査においては、集計分析に当たり以下のサンプルを集計から除外した（2020年度調査(*2)と同様） 。

₋ 2000年以前に非先端IT従事者から先端IT従事者に転換した回答者。

⚫ 企業・個人調査ともに、必須回答と任意回答の設問を設定している為、必ずしもサンプル数が全数とはならない場合がある。

◆ 用語の定義

⚫ 調査や報告書の中で用いている言葉については下記のように定義している。

₋ IT人材の範囲
従来のIT人材（IT企業や事業会社の情報システム部門等に所属する人）に加えて、ITを活用して事業創造や製品・
サービスの付加価値向上、業務のQCD 向上等を行うビジネス部門に所属する人も含んでいる。

₋ 先端IT従事者/非先端IT従事者（以下、「先端/非先端」と略す場合がある）
2019年度調査（*3）と同定義とする。すなわち、先端は、データサイエンス、AI・人工知能、IoT、デジタル
ビジネス/X-Tech、アジャイル開発/DevOps、AR/VR、ブロックチェーン、自動運転/MaaS、5G 、その他先端領域
の各領域に関するサービスに従事する人材とし、それ以外を非先端とする。

*1 DX推進指標 https://www.meti.go.jp/press/2019/07/20190731003/20190731003.html
*2 「デジタル時代のスキル変革等に関する調査」https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20210422.html
*3 「DX 推進に向けた企業とIT人材の実態調査」https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200514_1.html

注）国家試験「情報処理技術者試験」の活用状況は非掲載

https://www.meti.go.jp/press/2019/07/20190731003/20190731003.html
https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20210422.html
https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200514_1.html
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参考：本調査におけるデジタル人材の定義

デジタル人材の定義

職種 職種内容

1 プロダクトマネージャー デジタル事業の実現を主導するリーダー格の人材

2 ビジネスデザイナー デジタル事業（マーケティング含む）の企画・立案・推進等を担う人材

3
テックリード
（エンジニアリングマネー
ジャー、アーキテクト）

デジタル事業に関するシステムの設計から実装ができる人材

4 データサイエンティスト 事業・業務に精通したデータ解析・分析ができる人材

5 先端技術エンジニア 機械学習、ブロックチェーンなどの先進的なデジタル技術を担う人材

6 UI/UXデザイナー デジタル事業に関するシステムのユーザー向けデザインを担当する人材

7 エンジニア／プログラマ デジタル事業に関するシステムの実装やインフラ構築、保守・運用、セキュリティ等を担う人材
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第1章 DXの状況

設問項目

• デジタル事業の売上比率の把握

• デジタル事業の売上比率

• DXの取り組み状況

• DXの取り組みによる成果の状況

• DXの取り組みによる成果の詳細

• DXの取り組みの具体的な効果

9
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◆ 事業会社の約２割、IT企業の約7割がデジタル事業を行っている。

デジタル事業の売上比率の把握

22.7

5.9

42.5

23.5

19.9

27.7

53.8

74.2

29.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1935)

事業会社(n=1046)

IT企業(n=889)

デジタル事業の売上比率の把握

デジタル事業を行っており、デジタル事業の売上比率を定量的に把握できている デジタル事業は行っているが、デジタル事業の売上比率は把握できていない

デジタル事業は行っていない

10
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◆ 従業員規模別に2020年度調査と比較すると、事業会社の300名以下の企業、IT企業の1001名以上の企業を除き、デジタル事業を
行っている企業の割合が増加傾向にあることが読み取れる。

補足：従業員規模別 デジタル事業の売上比率の把握
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デジタル事業の売上比率の把握【従業員規模別】

デジタル事業を行っており、デジタル事業の売上比率を定量的に把握できている

デジタル事業は行っているが、デジタル事業の売上比率は把握できていない

デジタル事業は行っていない
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デジタル事業を行っており、デジタル事業の売上比率を定量的に把握できている

デジタル事業は行っているが、デジタル事業の売上比率は把握できていない

デジタル事業は行っていない

11
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◆ 事業会社ではデジタル事業の売上比率が10%以下と回答する企業が約６割である一方、IT企業では91%以上と回答する企業が大勢
であった。事業会社では、2～3年のデジタル事業の比率が「現在よりも少なかった」と回答している企業が半数以上あり、デジタ
ル事業の比率が増加していることがうかがえる。

デジタル事業の売上比率
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２～３年前のデジタル事業の比率

現在よりも少なかった 現在と変わらない 現在よりも多かった デジタル事業は行っていなかった

12

注：本設問については、”デジタル事業を行っており、デジタル事業の売上比率を定量的に把握できている” と回答した企業のみ回答。

注：本設問については、”デジタル事業を行っており、デジタル事業の売上比率を定量的に把握できている”、”デジタル事業は行っているが、デジタル事業の売上比率は把握できていない”と回答した企業のみ回答。
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◆ 事業会社・IT企業ともに「全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」とする企業が全体の２割程度であり、2020年度調
査と比較して微増している。

DXの取り組み状況

19.4

19.8

18.9

18.3

21.2

15.0

14.5

14.6

14.3

30.4

33.3

27.0

9.4

1.3

18.9

8.0

9.8

6.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1935)

事業会社(n=1046)

IT企業(n=889)

DXの取り組み状況

全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる 全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる

部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる 取り組んでいない

もともとデジタル事業をメインとしており、X(トランスフォーメーション)は不要 分からない

16.1

15.6

16.5

22.2

26.1

18.7

14.9

17.3

12.7

33.9

34.4

33.5

7.8

2.3

12.8

5.1

4.3

5.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1,857)

事業会社(n=878)

IT企業(n=979)

（参考）2020年度調査

全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる 全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる

部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる 取り組んでいない

創業よりデジタル事業をメイン事業としている 分からない

13
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◆ 事業会社従業員規模300名以下、IT企業1001名以上を除き、「DX実施」企業の割合が増加している。

補足：従業員規模別 DXの取り組み状況

注：アンケートの回答選択肢である、“全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる“ ”全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる“”部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる”を「DX実施」、”創業よりデ
ジタル事業がメイン“はそのまま使用、 “取り組んでいない“、 ”分からない“を「DX未実施」と置き換えて表記。

47.9

30.6

43.7

61.3

75.0

85.2

12.8

20.4

12.6

7.1

8.8
0.0

39.3

49.1

43.7

31.6

16.3

14.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=979)

30名以下(n=265)

31名以上100 名以下(n=382)

101 名以上300 名以下(n=225)

301 名以上1000名以下(n=80)

1001名以上(n=27)

（参考）2020年度調査

DX実施 創業よりデジタル事業がメイン DX未実施

59.0

43.9

63.1

77.2

2.3

5.2

0.4

0.0

38.7

50.8

36.6

22.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=878)

300名以下(n=362)

301名以上1000名以下(n=279)

1001名以上(n=237)

（参考）2020年度調査

48.1

34.7

50.0

65.8

88.5

78.3

18.9

29.2

14.0

4.8

0.0

8.7

33.0

36.1

36.0

29.5

11.5

13.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=889)

30名以下(n=432)

31名以上100 名以下(n=236)

101 名以上300 名以下(n=146)

301 名以上1000名以下(n=52)

1001名以上(n=23)

DXの取り組み状況【IT企業／従業員規模別】

DX実施 創業よりデジタル事業がメイン DX未実施

55.6

39.1

71.6

84.3

1.3

2.3

0.0

0.0

43.0

58.6

28.4

15.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1046)

300名以下(n=601)

301名以上1000名以下(n=222)

1001名以上(n=223)

DXの取り組み状況【事業会社／従業員規模別】

14
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※n数僅少であったため非表示

52.2

53.7

67.0

48.4

63.2

49.8

84.8

47.6

65.9

35.9

57.7

34.4

56.5

9.4

0.7

0.4

18.8

0.0

0.9

0.0

0.0

2.4

5.1

0.0

1.1

4.3

38.4

45.5

32.6

32.8

36.8

49.3

15.2

52.4

31.7

59.0

42.3

64.5

39.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1935)

建設業(n=134)

製造業(n=230)

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業(n=914)

運輸業，郵便業(n=38)

卸売業，小売業(n=211)

金融業，保険業(n=46)

不動産業，物品賃貸業(n=63)

学術研究，専門・技術サービス業(n=82)

宿泊業，飲食サービス業(n=39)

生活関連サービス業，娯楽業(n=26)

サービス業（他に分類されないもの）(n=93)

教育，学習支援業(n=23)

DXの取り組み状況【業種別】

DX実施 創業よりデジタル事業がメイン DX未実施

◆ 業種によりDXの取り組み状況は様々であるが、2020年度調査で「DX実施」の割合が最も低かった宿泊業、飲食サービス業につい
ても、DXが進んでいる可能性が読み取れる。

補足：業種別 DXの取り組み状況

53.2 

81.8 

54.0 

80.0 

48.7 

62.3 

56.5 

78.9 

58.3 

64.0 

20.0 

52.9 

50.0 

7.8 

1.5 

12.6 

0.8 

2.6 

7.2 

2.8 

39.0 

18.2 

44.5 

20.0 

38.6 

37.7 

42.7 

18.4 

41.7 

28.8 

80.0 

47.1 

47.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1857)

建設業(44)

製造業(326)

電気・ガス・熱供給・水道業(10)

情報通信業(1012)

運輸業，郵便業(53)

卸売業，小売業(131)

金融業，保険業(38)

不動産業，物品賃貸業(24)

学術研究，専門・技術サービス業(111)

宿泊業，飲食サービス業(10)

生活関連サービス業，娯楽業(17)

サービス業（他に分類されない） (72)

（参考）2020年度調査

ＤＸ実施 創業よりデジタル事業がメイン DX未実施

注：10件以下の業種は一覧には非表示（ただし、全体数には含む）
2020年度調査における情報通信業は、情報通信機器メーカー、SIer・ソフトハウス・パッケージベンダー・ITコンサル・情報システム子会社などを含む。

注：アンケートの回答選択肢である、“全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる“ ”全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる“”部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる”を「DX実施」、”創業よりデ
ジタル事業がメイン“はそのまま使用、“取り組んでいない“ ”分からない“を「DX未実施」と置き換えて表記。

15
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◆ 2020年度調査と変わらず、DXの取り組みの成果について「成果が出ている」とした企業は全体の半分程度である。事業会社に比
較して、IT企業の方が成果が出ている傾向がある。

DXの取り組みによる成果の状況

49.6

45.9

54.7

18.9

22.3

14.3

31.5

31.8

31.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1010)

事業会社(n=582)

IT企業(n=428)

DXに取り組んでいる企業におけるDXの成果の状況

成果が出ている 成果が出ていない 分からない

50.3

44.0

57.2

19.0 

20.9 

16.9 

30.7

35.1

25.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=983)

事業会社(n=516)

IT企業(n=467)

（参考）2020年度調査

成果が出ている 成果が出ていない 分からない

16

注：本設問は、DXの取り組み状況について、“全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる“、 ”全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる“、”部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる”と回答した企業のみ回答。
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補足：従業員規模別 DXの取り組みによる成果の状況

◆ 従業員規模別にみても2020年度調査と大きく傾向は変わらず概ね横ばい、もしくは「分からない」が増加傾向にある。

45.9

46.0

39.0

51.6

22.3

21.7

29.6

17.0

31.8

32.3

31.4

31.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=582)

300名以下(n=235)

301名以上1000名以下(n=159)

1001名以上(n=188)

54.7

56.7

50.8

52.1

60.9

61.1

14.3

14.7

16.9

15.6

4.3

11.1

31.1

28.7

32.2

32.3

34.8

27.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=428)

30名以下(n=150)

31名以上100 名以下(n=118)

101 名以上300 名以下(n=96)

301 名以上1000名以下(n=46)

1001名以上(n=18)

DXに取り組んでいる企業における成果有無【IT企業/従業員規模別】

成果が出ている 成果が出ていない 分からない

44.0

43.7

40.9

47.3

20.9

23.4

20.5

19.2

35.1

32.9

38.6

33.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=516)

300名以下(n=158)

301名以上1000名以下(n=176)

1001名以上(n=182)

（参考）2020年度調査

57.2

65.4

54.5

56.5

51.7

65.2

16.9

16.0

18.2

19.6

13.3

4.3

25.9

18.5

27.3

23.9

35.0

30.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=467)

30名以下(n=81)

31名以上100 名以下(n=165)

101 名以上300 名以下(n=138)

301 名以上1000名以下(n=60)

1001名以上(n=23)

（参考）2020年度調査

DXに取り組んでいる企業における成果有無【事業会社/従業員規模別】

17

注：本設問は、DXの取り組み状況について、“全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる“、 ”全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる“、”部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる”と回答した企業のみ回答。
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DXの取り組みによる成果の詳細

◆ 業務の効率化による生産性の向上については事業会社・IT企業ともに一定程度以上の成果がでていると認識されている一方、その
他の成果については「今後の成果が見込まれている」と回答する企業が多い傾向がある。

18

11.1

10.3

11.9

61.7

64.4

58.6

23.2

22.6

23.8

3.1

1.9

4.4

1.0

0.8

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=488)

事業会社(n=261)

IT企業(n=227)

業務の効率化による生産性の向上

既に十分な成果が出ている 既にある程度の成果が出ている

今後の成果が見込まれている まだ見通しは分からない

取り組んでいない

5.4

3.5

7.6

27.2

29.2

25.0

40.1

37.0

43.8

13.7

15.6

11.6

13.5

14.8

12.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=481)

事業会社(n=257)

IT企業(n=224)

既存製品・サービスの高付加価値化

既に十分な成果が出ている 既にある程度の成果が出ている

今後の成果が見込まれている まだ見通しは分からない

取り組んでいない

5.6

2.3

9.3

17.6

16.6

18.7

37.8

35.9

40.0

22.1

23.9

20.0

16.9

21.2

12.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=484)

事業会社(n=259)

IT企業(n=225)

新規製品・サービスの創出

既に十分な成果が出ている 既にある程度の成果が出ている

今後の成果が見込まれている まだ見通しは分からない

取り組んでいない

3.1

0.8

5.8

18.3

16.3

20.5

39.8

41.9

37.5

23.0

24.0

21.9

15.8

17.1

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=482)

事業会社(n=258)

IT企業(n=224)

現在のビジネスモデルの根本的な変革

既に十分な成果が出ている 既にある程度の成果が出ている

今後の成果が見込まれている まだ見通しは分からない

取り組んでいない

4.1

3.1

5.3

24.8

22.3

27.8

39.4

38.8

40.1

22.6

25.0

19.8

9.0

10.8

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=487)

事業会社(n=260)

IT企業(n=227)

企業文化や組織マインドの根本的な変革

既に十分な成果が出ている 既にある程度の成果が出ている

今後の成果が見込まれている まだ見通しは分からない

取り組んでいない

注：本設問は、DXの取り組みによる成果の状況で“成果が出ている”と回答した企業のみ回答。
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補足：従業員規模別 DXの取り組みによる成果の詳細

◆ 「業務の効率化による生産性の向上」については、 65%以上の企業で成果が出ている。

◆ 一方で、その他の成果はIT企業1001名以上を除き、「成果あり」は低水準に留まっている。

注：回答選択肢“既に十分な成果が出ている“ ”既にある程度成果が出ている“を「成果あり」、”今後の成果が見込まれる“はそのまま使用、“まだ見通しはわからない“ ”取り組んでいない“を「未着手/これから」と置き換えて表記。
注：本設問は、DXの取り組みによる成果の状況で“成果が出ている”と回答した企業のみ回答

18.9

17.3

16.4

22.3

28.0

34.2

19.0

12.0

37.0

81.8

35.9

30.8

39.3

39.4

40.0

40.5

43.1

46.0

37.0
0.0

45.2

51.9

44.3

38.3

32.0

25.3

37.9

42.0

25.9

18.2

0% 50% 100%

全体(n=259)

300名以下(n=104)

301名以上1000名以下(n=61)

1001名以上(n=94)

全体(n=225)

30名以下(n=79)

31名以上100 名以下(n=58)

101 名以上300 名以下(n=50)

301 名以上1000名以下(n=27)

1001名以上(n=11)

事
業

会
社

IT
企

業

新規製品・サービスの創出

32.7

30.1

28.3

38.3

32.6

40.0

31.0

14.6

29.6

72.7

37.0

30.1

40.0

42.6

43.8

38.8

50.0

47.9

44.4

27.3

30.4

39.8

31.7

19.1

23.7

21.3

19.0

37.5

25.9

0.0

0% 50% 100%

全体(n=257)

300名以下(n=103)

301名以上1000名以下(n=60)

1001名以上(n=94)

全体(n=224)

30名以下(n=80)

31名以上100 名以下(n=58)

101 名以上300 名以下(n=48)

301 名以上1000名以下(n=27)

1001名以上(n=11)

事
業

会
社

IT
企

業

既存製品・サービスの高付加価値化

74.7

72.6

70.5

79.8

70.5

69.1

65.5

70.0

77.8

90.9

22.6

23.6

29.5

17.0

23.8

23.5

31.0

24.0

14.8
9.1

2.7

3.8

0.0

3.2

5.7

7.4

3.4

6.0

7.4

0.0

0% 50% 100%

全体(n=261)

300名以下(n=106)

301名以上1000名以下(n=61)

1001名以上(n=94)

全体(n=227)

30名以下(n=81)

31名以上100 名以下(n=58)

101 名以上300 名以下(n=50)

301 名以上1000名以下(n=27)

1001名以上(n=11)

事
業

会
社

IT
企

業

業務の効率化による生産性の向上

17.1

16.3

21.7

14.9

26.3

33.8

26.3

14.3

18.5

45.5

41.9

38.5

41.7

45.7

37.5

36.3

29.8

42.9

44.4

45.5

41.1

45.2

36.7

39.4

36.2

30.0

43.9

42.9

37.0

9.1

0% 50% 100%

全体(n=258)

300名以下(n=104)

301名以上1000名以下(n=60)

1001名以上(n=94)

全体(n=224)

30名以下(n=80)

31名以上100 名以下(n=57)

101 名以上300 名以下(n=49)

301 名以上1000名以下(n=27)

1001名以上(n=11)

事
業

会
社

IT
企

業

現在のビジネスモデルの根本的な変革

成果あり

今後の成果が見込まれている

未着手/これから

25.4

22.9

29.5

25.5

33.0

39.5

27.6

26.0

33.3

45.5

38.8

35.2

39.3

42.6

40.1

40.7

37.9

42.0

40.7

36.4

35.8

41.9

31.1

31.9

26.9

19.8

34.5

32.0

25.9

18.2

0% 50% 100%

全体(n=260)

300名以下(n=105)

301名以上1000名以下(n=61)

1001名以上(n=94)

全体(n=227)

30名以下(n=81)

31名以上100 名以下(n=58)

101 名以上300 名以下(n=50)

301 名以上1000名以下(n=27)

1001名以上(n=11)

事
業

会
社

IT
企

業

企業文化や組織マインドの根本的な変革

19
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◆ 事業会社・IT企業ともに、いずれの項目についても、半数以上の企業がDXの取り組みの効果があったと回答している。

DXの取り組みの具体的な効果

8.9

6.7

11.9

56.7

54.3

60.0

34.4

39.0

28.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1010)

事業会社(n=582)

IT企業(n=428)

財務的な指標（売上、利益、コスト削減等）

効果があった ある程度効果があった 効果はなかった

9.0

7.2

11.4

56.1

54.3

58.6

34.9

38.5

29.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1010)

事業会社(n=582)

IT企業(n=428)

アジリティ、意思決定が向上
（企業の経営方針の変更や時代のニーズの変化などに機敏に対応）

効果があった ある程度効果があった 効果はなかった

6.4

4.3

9.3

49.8

47.1

53.5

43.8

48.6

37.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1010)

事業会社(n=582)

IT企業(n=428)

顧客の満足度や行動に関わる指標が向上
（顧客体験（CX）、双方コミュニケーション）

効果があった ある程度効果があった 効果はなかった

8.8

6.0

12.6

63.9

63.7

64.0

27.3

30.2

23.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1010)

事業会社(n=582)

IT企業(n=428)

従業員体験価値（EX）が向上
（従業員が組織や会社の中で体験する経験価値）

効果があった ある程度効果があった 効果はなかった

20

注：本設問は、DXの取り組み状況について、“全社戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる“、 ”全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取り組んでいる“、”部署ごとに独自、個別にDXに取り組んでいる”と回答した企業のみ回答。
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第2章 IT人材の状況

設問項目

• IT人材の「量」の過不足感

• IT人材の「質」の不足感

• デジタル事業に対応する人材の「量」の不足感

• デジタル事業に対応する人材の「質」の過不足感

• IT人材の競争力に対する認識

• IT人材を評価・把握するための社内基準の有無

• 上記社内基準において参考にしているもの

• 社内人材のデジタルリテラシー向上の為の取り組み状況

• 社内人材のデジタルリテラシーに関する状況

• 社内人材のデジタルリテラシー向上の為の検定・試験推奨有無

21
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IT人材の「量」・「質」の不足感

◆ 事業会社、IT企業ともに、IT人材の量・質が不足していると感じている企業が大半である。

22

30.6

35.2

25.3

45.9

38.3

54.9

14.8

13.9

16.0

0.3

0.1

0.4

8.3

12.5

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1935)

事業会社(n=1046)

IT企業(n=889)

IT人材の「量」の過不足感

大幅に不足している やや不足している 特に過不足はない 一部に過剰がある（削減や職種転換等が必要） 分からない

31.1

35.7

25.6

46.7

38.7

56.1

13.9

13.0

15.0

8.3

12.6

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1935)

事業会社(n=1046)

IT企業(n=889)

IT人材の「質」の不足感

大幅に不足している やや不足している 特に不足はない 分からない
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45.0

34.8

52.9

16.9

16.5

17.5

49.6

59.5

41.9

69.2

70.4

67.5

4.5

5.7

3.5

12.0

11.2

13.0

0.0

0.0

0.0

0.2

0.4

0.0

1.0

0.0

1.7

1.7

1.5

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=516)

DX成果あり(n=227)

DX成果なし(n=289)

全体(n=467)

DX成果あり(n=267)

DX成果なし(n=200)

事
業

会
社

IT
企

業

（参考）2020年度調査

大幅に不足している やや不足している 特に過不足はない 一部に過剰がある（削減や職種転換等が必要） 分からない

42.1

39.3

47.7

30.2

26.5

44.3

48.6

52.1

41.5

59.7

62.0

50.8

7.3

7.1

7.7

8.8

10.7

1.6

0.0

0.0

0.0

0.3

0.0

1.6

2.0

1.5

3.1

1.0

0.9

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=397)

DX成果あり(n=267)

DX成果なし(n=130)

全体(n=295)

DX成果あり(n=234)

DX成果なし(n=61)

事
業

会
社

IT
企

業

IT人材の「量」の過不足感【DX成果有無別】

42.6

37.8

52.3

27.5

24.4

39.3

47.6

52.4

37.7

61.0

62.8

54.1

6.8

7.5

5.4

10.5

11.5

6.6

3.0

2.2

4.6

1.0

1.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=397)

DX成果あり(n=267)

DX成果なし(n=130)

全体(n=295)

DX成果あり(n=234)

DX成果なし(n=61)

事
業

会
社

IT
企

業

IT人材の「質」の不足感【DX成果有無別】

補足：DX成果有無別 IT人材の「量」・「質」の不足感

◆ DX成果なしの企業では、成果ありの企業と比較して、 「量」・「質」ともに「大幅に不足している」と回答している割合が高い。

◆ IT企業は、2020年度調査と比較して「大幅に不足」が増加傾向であり、特にDX成果なしの企業において増加している。

23

43.3

34.5

50.2

24.0

21.0

28.0

50.9

58.4

45.0

64.7

66.7

62.0

4.9

6.6

3.5

9.6

10.9

8.0

1.0

0.4

1.4

1.7

1.5

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=515)

DX成果あり(n=226)

DX成果なし(n=289)

全体(n=467)

DX成果あり(n=267)

DX成果なし(n=200)

事
業

会
社

IT
企

業

（参考）2020年度調査

大幅に不足している やや不足している 特に不足はない 分からない
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◆ IT人材の「量」の過不足感について2020年度調査結果と比較したところ、事業会社ではおおよそ傾向が変わらない一方、IT企業で
は「大幅に不足している」とする企業の割合が増加傾向にある。

補足：従業員規模別 IT人材の「量」の過不足感

35.2

27.1

42.3

49.8

25.3

22.0

27.5

26.7

40.4

21.7

38.3

32.3

47.7

45.3

54.9

46.8

59.3

67.1

59.6

73.9

13.9

20.6

7.2

2.2

16.0

25.2

10.6

5.5

0.0

12.5

20.0

2.7

2.2

3.4

6.0

1.3

0.0

0.0

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1046)

300名以下(n=601)

301名以上1000名以下(n=222)

1001名以上(n=223)

全体(n=889)

30名以下(n=432)

31名以上100 名以下(n=236)

101 名以上300 名以下(n=146)

301 名以上1000名以下(n=52)

1001名以上(n=23)

事
業

会
社

IT
企

業

IT人材の「量」の過不足感【従業員規模別】

大幅に不足している やや不足している

特に過不足はない 一部に過剰がある（削減や職種転換等が必要）

分からない

40.8

35.1

44.1

45.6

16.8

21.1

14.4

16.9

15.0

11.1

47.4

44.8

48.7

49.8

64.2

55.5

64.7

68.9

72.5

81.5

8.3

13.8

4.7

4.2

15.7

18.9

18.3

11.6

8.8

3.7

0.3

0.6

0.0

0.4

0.7

0.8

1.0

0.4

0.0

0.0

3.2

5.8

2.5

0.0

2.6

3.8

1.6

2.2

3.8

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体(n=878)

300名以下(n=362)

301名以上1000名以下(n=279)

1001名以上(n=237)

全 体(n=979)

30名以下(n=265)

31名以上100 名以下(n=382)

101 名以上300 名以下(n=225)

301 名以上1000名以下(n=80)

1001名以上(n=27)

事
業

会
社

IT
企

業

（参考）2020年度調査

大幅に不足している やや不足している

特に過不足はない 一部に過剰がある（削減や職種転換等が必要）

分からない

24
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◆ IT人材の「質」の過不足感について2020年度調査結果と比較したところ、事業会社はおおよそ傾向は変わらない。IT企業は、従業員
規模の31名以上100名以下、301名以上1000名以下で「大幅に不足している」と回答した割合が2020年度調査結果より高くなって
いる。

補足：従業員規模別 IT人材の「質」の不足感

35.7

27.6

42.3

50.7

25.6

22.5

30.9

25.3

32.7

17.4

38.7

33.8

48.2

42.6

56.1

46.8

59.7

69.9

67.3

82.6

13.0

18.3

7.2

4.5

15.0

25.2

7.2

4.8

0.0

0.0

12.6

20.3

2.3

2.2

3.3

5.6

2.1

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1046)

300名以下(n=601)

301名以上1000名以下(n=222)

1001名以上(n=223)

全体(n=889)

30名以下(n=432)

31名以上100 名以下(n=236)

101 名以上300 名以下(n=146)

301 名以上1000名以下(n=52)

1001名以上(n=23)

事
業

会
社

IT
企

業

IT人材の「質」の過不足感【従業員規模別】

大幅に不足している やや不足している 特に不足はない 分からない

40.5

34.8

43.0

46.2

22.4

26.0

21.5

21.8

17.5

18.5

48.6

46.4

50.5

49.6

62.6

52.1

64.1

68.9

68.8

74.1

8.1

13.5

4.7

3.8

12.4

18.5

12.3

7.6

8.8

3.7

2.9

5.2

1.8

0.4

2.7

3.4

2.1

1.8

5.0

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体(n=877)

300名以下(n=362)

301名以上1000名以下(n=279)

1001名以上(n=236)

全 体(n=979)

30名以下(n=265)

31名以上100 名以下(n=382)

101 名以上300 名以下(n=225)

301 名以上1000名以下(n=80)

1001名以上(n=27)
事

業
会

社
IT

企
業

（参考）2020年度調査

大幅に不足している やや不足している 特に不足はない 分からない
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◆ デジタル事業に対応する人材の「量」について2020年度調査結果と比較したところ、事業会社のテックリードは「大幅に不足して
いる」がやや増加している。それ以外の職種は微増である。

デジタル事業に対応する人材の「量」(1/3)

26

31.4

31.4

31.4

34.1

30.4

38.1

11.6

8.9

14.5

0.0

0.0

0.0

6.7

8.1

5.1

16.2

21.2

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1674)

事業会社(n=874)

IT企業(n=800)

プロダクトマネージャー

29.3

31.8

26.5

31.2

29.0

33.5

10.4

6.9

14.2

0.1

0.0

0.1

8.3

9.2

7.4

20.8

23.1

18.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1669)

事業会社(n=873)

IT企業(n=796)

ビジネスデザイナー

27.6

31.8

22.9

34.0

26.0

42.7

10.6

5.9

15.8

0.0

0.0

0.0

7.3

8.5

6.0

20.5

27.8

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1657)

事業会社(n=868)

IT企業(n=789)

テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）

27.2

28.2

26.3

36.2

31.9

40.1

11.4

9.8

12.7

0.2

0.1

0.2

8.0 

9.5

6.6

17.1

20.5

14.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,806)

事業会社(n=854)

IT企業(n=952)

（参考）2020年度調査

24.9

29

21.3

28.6

28.6

28.6

10.4

7.4

13.1

0.1 

0.1 

0.0 

12.5 

13.1 

12.0 

23.5

21.8

25

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,801)

事業会社(n=853)

IT企業(n=948)

（参考）2020年度調査

20.7

23.6

18.1

37.0 

30.8 

42.6 

10.8

8.6

12.7

0.2

0.2

0.1

11.1

11.4

10.8

20.2

25.4

15.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,793)

事業会社(n=848)

IT企業(n=945)

（参考）2020年度調査
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◆ デジタル事業に対応する人材の「量」について2020年度調査結果と比較したところ、いずれの人材についても「大幅に不足してい
る」とする企業の割合が微増している。

デジタル事業に対応する人材の「量」 (2/3)

27

29.9

34.7

24.6

29.0

27.8

30.4

10.6

5.5

16.1

0.0

0.0

0.0

9.2

9.7

8.7

21.3

22.3

20.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1663)

事業会社(n=870)

IT企業(n=793)

データサイエンティスト

32.4

34.7

29.8

25.3

17.8

33.6

7.9

4.2

11.9

0.0

0.0

0.0

7.7

8.9

6.3

26.7

34.4

18.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1664)

事業会社(n=873)

IT企業(n=791)

先端技術エンジニア

24.6

28.9

20.0

27.8

22.9

33.1

12.5

5.9

19.6

0.1

0.0

0.3

8.4

9.2

7.5

26.6

33.1

19.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1661)

事業会社(n=866)

IT企業(n=795)

UI/UXデザイナー

26.5

33.7

19.9

25.6

21.2

29.6

10.5

6.9

13.7

0.1

0.2

0.0 

13.0 

14.0 

12.1

24.3

23.9

24.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,792)

事業会社(n=849)

IT企業(n=943)

（参考）2020年度調査

27.1

29.3

25.2

29.2

20.4

37.0 

8.5

6.5

10.3

0.0 

0.0 

0

10.4

11.3

9.5

24.9 

32.5 

18.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,796)

事業会社(n=851)

IT企業(n=945)

（参考）2020年度調査

18.9

22.6

15.6

26.4

21.3

31.0 

14.1

10.6

17.2

0.2 

0.0 

0.3 

12.1 

13.0 

11.3 

28.3

32.4

24.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,791)

事業会社(n=848)

IT企業(n=943)

（参考）2020年度調査
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◆ デジタル事業に対応する人材の「量」について2020年度調査結果と比較したところ、エンジニア/プログラマは「大幅に不足して
いる」とする企業の割合がやや増加傾向にある。

デジタル事業に対応する人材の「量」 (3/3)

28

23.5

26.0

20.7

39.9

31.7

48.9

16.4

11.9

21.4

0.4

0.1

0.7

5.0

6.6

3.2

14.8

23.7

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1680)

事業会社(n=877)

IT企業(n=803)

エンジニア／プログラマ

16.7

19.2

14.5

46.6 

39.0 

53.3 

18.9

14.5

22.8

0.9

0.6

1.2

4.7

6.2

3.3

12.2

20.5

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,810)

事業会社(n=854)

IT企業(n=956)

（参考）2020年度調査
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◆ デジタル事業に対応する人材の「質」について2020年度調査結果と比較したところ、いずれの人材についても「大幅に不足してい
る」とする企業の割合がやや増加傾向にある。

デジタル事業に対応する人材の「質」 (1/3)

29

40.1

44.3

36.0

38.2

35.9

40.5

13.9

10.0

17.7

7.8

9.8

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1308)

事業会社(n=641)

IT企業(n=667)

プロダクトマネージャー

40.4

44.7

35.9

37.3

36.1

38.5

12.1

7.0

17.3

10.3

12.1

8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1234)

事業会社(n=626)

IT企業(n=608)

ビジネスデザイナー

38.1

46.3

30.7

38.8

34.3

42.9

13.2

7.5

18.3

9.9

11.8

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1229)

事業会社(n=583)

IT企業(n=646)

テックリード（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）

35.6

38.6

33.0

43.0 

40.2 

45.3 

11.3 

9.3 

13.0 

10.2 

12.0 

8.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,462)

事業会社(n=669)

IT企業(n=793)

（参考）2020年度調査

36.1

39.5

32.7

35.4 

36.0 

34.8 

12.8

8.5

16.9

15.8 

16.0 

15.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,331)

事業会社(n=650)

IT企業(n=681)

（参考）2020年度調査

31.3

35.9

27.5

41.5

37.4

44.8

12.2 

10.0 

13.9 

15.1

16.7

13.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,382)

事業会社(n=618)

IT企業(n=764)

（参考）2020年度調査

注：本設問は、デジタル事業に対応する人材の「量」について、“大幅に不足している“、 ”やや不足している“、”特に過不足はない”、 ”一部に過剰がある（削減や職種転換等が必要）“、”分からない”と回答した企業のみ回答。
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◆ デジタル事業に対応する人材の「質」について2020年度調査結果と比較したところ、事業会社の先端技術エンジニア、UI/UXデザ
イナーは「大幅に不足している」が増加している。その他の職種は微増である。

デジタル事業に対応する人材の「質」 (2/3)

30

41.5

47.0

35.7

35.5

35.1

36.0

11.9

6.1

18.2

11.0

11.8

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1216)

事業会社(n=627)

IT企業(n=589)

データサイエンティスト

45.8

54.8

37.9

32.8

25.7

39.1

11.0

6.4

15.0

10.4

13.1

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1132)

事業会社(n=533)

IT企業(n=599)

先端技術エンジニア

37.9

47.2

29.3

37.2

33.0

41.0

13.8

6.5

20.4

11.2

13.3

9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1133)

事業会社(n=540)

IT企業(n=593)

UI/UXデザイナー

37.8 

45.0 

31.1 

32.4

27.7

36.8

13.0 

9.1 

16.5 

16.8

18.1

15.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,320)

事業会社(n=635)

IT企業(n=685)

（参考）2020年度調査

40.2

45.2

36.5

35.6

29.4

40.2

10.9

9.6

11.8

13.3

15.8

11.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,307)

事業会社(n=564)

IT企業(n=743)

（参考）2020年度調査

30.6

36.4

25.9

37.8

34.9

40.1

15.4

10.3

19.6

16.2

18.4

14.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,234)

事業会社(n=561)

IT企業(n=673)

（参考）2020年度調査

注：本設問は、デジタル事業に対応する人材の「量」について、“大幅に不足している“、 ”やや不足している“、”特に過不足はない”、 ”一部に過剰がある（削減や職種転換等が必要）“、”分からない”と回答した企業のみ回答。
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◆ デジタル事業に対応する人材の「質」について2020年度調査結果と比較したところ、いずれの人材についても「大幅に不足してい
る」とする企業の割合がやや増加傾向にある。

デジタル事業に対応する人材の「質」 (3/3)

31

28.7

35.7

22.8

47.3

43.2

50.9

17.5

12.2

22.1

6.4

9.0

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1329)

事業会社(n=614)

IT企業(n=715)

エンジニア／プログラマ

22.1

27.9

17.7

53.0 

48.6 

56.2 

18.9

14.6

22.2

6.0 

8.9 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,548)

事業会社(n=666)

IT企業(n=882)

（参考）2020年度調査

注：本設問は、デジタル事業に対応する人材の「量」について、“大幅に不足している“、 ”やや不足している“、”特に過不足はない”、 ”一部に過剰がある（削減や職種転換等が必要）“、”分からない”と回答した企業のみ回答。
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◆ 自社の平均的なレベルのIT人材について、人材市場における競争力はどの程度と思うかという質問に対し、事業会社では６割以上、
IT企業では５割程度の企業が「自社のIT人材の競争力は高くない」と回答している。IT企業と事業会社で比較してみると、IT企業
の方が競争力があると認識している傾向にある。また2020年度調査に引き続き、事業会社では「分からない」と回答している企業
が３割程度存在している。

自社の平均的なレベルのIT人材の人材市場における競争力

18.7

6.4

32.8

57.6

62.0

52.5

23.7

31.6

14.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1779)

事業会社(n=953)

IT企業(n=826)

自社の平均的なレベルのIT人材の人材市場における競争力

十分な競争力がある 競争力は高くない 分からない

19.4

8.9

28.9

53.5

56.3

50.9

27.1

34.8

20.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1,852)

事業会社(n=876)

IT企業(n=976)

（参考）2020年度調査

十分な競争力がある 競争力は高くない わからない

32
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◆ 2020年度調査に引き続き、事業会社では社内のIT人材を評価・把握するための基準が「ない」と回答している企業が８割近く、か
なり多い。

社内のIT人材を評価・把握するための基準

27.9

11.3

47.5

63.4

79.3

44.8

8.7

9.5

7.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1935)

事業会社(n=1046)

IT企業(n=889)

社内のIT人材の評価・把握するための基準

ある ない 分からない

34.7

15.3

52.1

51.9

71.3

34.4

13.4

13.4

13.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1,853)

事業会社(n=876)

IT企業(n=977)

（参考）2020年度調査

ある ない わからない

33
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補足：DX成果有無別 社内のIT人材を評価・把握するための基準

◆ 事業会社・IT企業にかかわらず、DX成果なし企業は、成果あり企業に比べ、社内のIT人材を評価・把握するための基準が「ない」
と回答している企業が多い傾向がある。本年度調査では、この傾向が2020年度調査より顕著に表れている。

20.2

24.7

10.8

59.7

62.8

47.5

76.1

70.0

88.5

34.2

30.3

49.2

3.8

5.2

0.8

6.1

6.8

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=397)

DX成果あり(n=267)

DX成果なし(n=130)

全体(n=295)

DX成果あり(n=234)

DX成果なし(n=61)

事
業

会
社

IT
企

業

IT人材を評価・把握するための社内基準【DX成果有無別】

ある ない 分からない

19.5

26.0

14.3

59.4

60.2

58.5

69.1

64.3

72.8

30.9

31.6

30.0

11.5

9.7

12.9

9.7

8.3

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=514)

DX成果あり(n=227)

DX成果なし(n=287)

全体(n=466)

DX成果あり(n=266)

DX成果なし(n=200)

事
業

会
社

IT
企

業

（参考）2020年度調査

ある ない わからない

34
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70.3

61.3

72.7

52.3

37.7

56.1

21.2

23.6

20.6

32.9

27.4

34.3

7.5

11.3

6.5

5.5

1.9

6.5

11.7

15.1

10.8

4.8

4.7

4.8

9.9

6.6

10.8

15.8

20.8

14.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

全体(n=505)

事業会社(n=106)

IT企業(n=399)

社内の基準において、参考として利用しているもの

情報処理技術者試験 情報処理技術者試験以外の試験、資格

教育訓練講座・プログラム（大学・民間等）の受講・履修 ITスキル標準 （ITSS/ITSS+）

情報システムユーザースキル標準（UISS） 組込みスキル標準（ETSS）

i コンピテンシ ディクショナリ（iCD） 共通キャリア・スキルフレームワーク（CCSF）

その他 上記（「その他」を除く）のいずれも参考にしていない

◆ 社内の基準において、参考として利用しているものとしては、2020年度調査に引き続き、「情報処理技術者試験」を利用している
割合が高い。

社内の基準において、参考として利用しているもの

70.4

62.6

72.5

52.1

35.9

56.3

19.9 

16.0 

21.0 

31.6

26.7

32.9

5.4

15.3

2.8

3.5

2.3

3.8

9.5 

7.6 

10.0 

5.1

7.6

4.4

7.8

9.2

7.4

10.6

10.7

10.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

全体(n=632)

事業会社(n=131)

IT企業(n=501)

（参考）2020年度調査

35

注：本設問は、社内のIT人材を評価・把握するための基準について、”ある”と回答した企業のみ回答。
注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものをすべて選択。
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◆ 事業会社の５割以上、IT企業の７割程度が従業員のデジタルリテラシー向上に取り組んでいる。

従業員のデジタルリテラシー向上に関する取り組み状況

36

30.2

22.8

38.8

14.4

17.6

10.5

17.7

15.3

20.5

32.3

37.7

26.0

5.4

6.5

4.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1763)

事業会社(n=947)

IT企業(n=816)

従業員のデジタルリテラシー向上に関する取り組み状況

全社的に取り組んでいる 一部の部門において取り組んでいる 部署ごとに独自、個別に取り組んでいる 取り組んでいない 分からない
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◆ DX成果あり企業は、DX成果なし企業に比べ、デジタルリテラシー向上に「全社的に取り組んでいる」割合が高い。
また、事業会社ではDX成果なし企業は、34.2%の企業がデジタルリテラシー向上に取り組んでいない。

補足：DX成果有無別 従業員のデジタルリテラシー向上に関する取り組み状況

34.0

39.8

21.7

47.1

49.8

36.8

25.8

27.7

21.7

16.4

16.1

17.5

17.8

16.0

21.7

23.9

22.0

31.6

21.3

15.2

34.2

11.1

10.8

12.3

1.1

1.2

0.8

1.4

1.3

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=376)

DX成果あり(n=256)

DX成果なし(n=120)

全体(n=280)

DX成果あり(n=223)

DX成果なし(n=57)

事
業

会
社

IT
企

業

従業員のデジタルリテラシー向上に関する取り組み状況【DX成果有無別】

全社的に取り組んでいる 一部の部門において取り組んでいる 部署ごとに独自、個別に取り組んでいる 取り組んでいない 分からない

37
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◆ デジタルリテラシーの取り組みの内容としては、5割程度の企業で全社的な研修やe-ラーニングなどの、デジタルリテラシー獲得の
ための施策を行っている。一方、デジタルリテラシーの把握・可視化の取り組みや、デジタルリテラシー向上施策の効果検証・課
題分析を行っている企業は２割程度にとどまる。

デジタルリテラシーに関する取り組みの内容

21.8

20.2

23.2

53.0

49.4

56.4

21.5

22.4

20.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

全体(n=1057)

事業会社(n=514)

IT企業(n=543)

デジタルリテラシーに関する取り組みの内容
（※デジタルリテラシー向上に関する取り組み状況で、“取り組んでいない”、“分からない”と回答した企業を除外して集計）

デジタルリテラシーの把握・可視化の取り組みを進めている

デジタルリテラシー獲得のための施策を打っている（全社的な研修やe-ラーニング、資格取得推奨など）

デジタルリテラシー向上施策の効果検証や課題分析などを行っている

38

注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものをすべて選択。
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◆ 特に事業会社について、DX成果あり企業とDX成果なし企業では、「デジタルリテラシー獲得のために施策を打っている」と回答
している企業の割合差が大きい。

補足：DX成果有無別 デジタルリテラシーに関する取り組みの内容

28.1

29.7

23.7

26.9

28.6

20.0

51.6

56.5

38.2

59.0

60.8

51.1

25.6

24.9

27.6

24.4

24.9

22.2

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体(n=285)

DX成果あり(n=209)

DX成果なし(n=76)

全体(n=234)

DX成果あり(n=189)

DX成果なし(n=45)

事
業

会
社

IT
企

業

デジタルリテラシー向上の取り組み内容
（※デジタルリテラシー向上に関する取り組み状況で、“取り組んでいない”、“分からない”と回答した企業を除外して集計）

デジタルリテラシーの把握・可視化の取り組みを進めている

デジタルリテラシー獲得のための施策を打っている（全社的な研修やe-ラーニング、資格取得推奨など）

デジタルリテラシー向上施策の効果検証や課題分析などを行っている

39

注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものをすべて選択。
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◆ ITパスポート試験については知名度もあり、2,3割の企業が推奨している。一方、検定・データサイエンティスト検定リテラシーレ
ベルについては３～４割の企業が「検定・試験の存在を初めて知った」と回答している。

デジタルリテラシーに関する各検定・試験の受験の推奨状況

30.6

21.8

40.4

56.5

59.7

52.9

12.9

18.5

6.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1661)

事業会社(n=877)

IT企業(n=784)

ITパスポート試験

推奨している

推奨していない

検定・試験の存在自体を初めて知った

8.3

4.0

13.0

51.6

52.4

50.6

40.2

43.5

36.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1643)

事業会社(n=868)

IT企業(n=775)

G検定

推奨している

推奨していない

検定・試験の存在自体を初めて知った

5.6

1.8

9.8

53.3

53.2

53.5

41.1

44.9

36.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1644)

事業会社(n=868)

IT企業(n=776)

データサイエンティスト検定
リテラシーレベル

推奨している

推奨していない

検定・試験の存在自体を初めて知った

40
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第3章 IT人材の人数（職種、レベル）

設問項目

• 職種別人材数とレベルの把握有無

• 職種別人数

• レベル別人数

• 直接雇用しているIT人材（全体・女性・外国籍）の人数

• デジタル事業に対応する人材数（全体・女性・外国籍）

41
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◆ IT企業では５割以上の企業が職種別の人数、人材レベルの両方を把握している一方、事業会社では３割程度の企業しか把握できて
いない。

IT人材の職種別の人数とレベルの把握

38.8

28.5

51.0

11.8

9.6

14.4

16.7

17.2

16.1

32.7

44.7

18.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1935)

事業会社(n=1046)

IT企業(n=889)

職種別IT人材数とレベルの把握

職種別の人材数、人材のレベル両方を把握している 職種別の人材数だけ把握している 人材のレベルだけ把握している 把握していない

42
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◆ 事業会社、IT企業にかかわらず、DX成果ありの企業は、DX成果なしの企業に比べ、IT人材の職種別の人数とレベルを把握してい
る割合が高い。

補足：DX成果有無別 IT人材の職種別の人数とレベルの把握

43.8

46.8

37.7

56.3

59.8

42.6

12.1

11.2

13.8

15.3

15.0

16.4

17.9

19.1

15.4

13.2

12.0

18.0

26.2

22.8

33.1

15.3

13.2

23.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=397)

DX成果あり(n=267)

DX成果なし(n=130)

全体(n=295)

DX成果あり(n=234)

DX成果なし(n=61)

事
業

会
社

IT
企

業

職種別人材数とレベルの把握有無【DX成果有無別】

職種別の人材数、人材のレベル両方を把握している 職種別の人材数だけ把握している 人材のレベルだけ把握している 把握していない

43
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7.1 

5.6

15.0 

16.7

49.1 

53.7

28.8 

24.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業会社(n=259)

IT企業(n=303)

IT人材のレベルごとの割合

社内・業界をリードする人材

指導者・リーダー

自立して業務を遂行できる人材

指導や補助が必要な人材

◆ IT人材の職種別の割合については、プログラマー、アプリケーション技術者・担当者、プロジェクトマネージャーが上位となって
いる。また、レベル別に見てみると、自立して業務を遂行できる人材以上が７割を占めている。

IT人材の職種別・レベル別の割合

44

注：本設問は、IT人材の職種別の人数とレベルの把握について”職種別の人材数、人材のレベル両方を把握している”、
”職種別の人材数だけ把握している“と回答した企業のみ回答。
注：グラフは、職種ごとのIT人材数を集計し、割合を算出したもの。

注：本設問は、IT人材の職種別の人数とレベルの把握について”職種別の人材数、人材のレベル
両方を把握している”、”人材のレベルだけ把握している“と回答した企業のみ回答。
注：グラフは、レベルごとのIT人材数を集計し、割合を算出したもの。

4.2 

3.4 

4.7 

5.2 

13.6 

10.4 

6.3 

3.6 

6.9 

5.7 

5.2 

3.8 

7.6 

2.7 

5.7 

3.7 

13.7 

22.0 

18.9 

30.7 

1.3 

0.6 

11.9 

8.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業会社(n=213)

IT企業(n=263)

IT人材の職種別の割合

ITストラテジスト（IT戦略策定、IT企画を導くCIOやCTO、ITコンサルタントなど）

システムアーキテクト（システム開発の上流工程を主導し、業務ニーズに適したデザインを設計するエンジニア）

プロジェクトマネージャー（プロジェクト全体の意思決定、管理、統制を担う人材）

ITサービスマネージャー（顧客ニーズを踏まえ、安全性と信頼性の高いITサービスを提供する人材）

ネットワーク技術者・担当者（ネットワークシステムを企画・要件定義・設計・構築・運用・保守を担う人材

データベース技術者・担当者（データ資源及びデータベースを企画・要件定義・開発・運用・保守を担う人材）

エンベデッドシステム技術者・担当者（IoTを含む組込みシステムに関するハードウェアとソフトウェアの要求仕様に基づき、開発・実装・テストを担う人材）

情報セキュリティ技術者・担当者（情報システムの企画・設計・開発・運用におけるセキュリティ確保、対策の適用、セキュリティインシデント管理を担う人材）

アプリケーション技術者・担当者（基本戦略立案又はITソリューション・製品・サービスを実現する業務を担う人材）

プログラマー（システムの実装、保守・運用）

システム監査（専門的な立場で、情報システムや組込みシステムの監査を担う人材）

その他
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◆ 直接雇用しているIT人材・デジタル人材のうちの女性の割合について、事業会社は０%である割合が高く女性人材の活用が進んで
いない状況がうかがえる。

直接雇用しているIT人材、デジタル人材のうち女性の割合

注：本設問は、IT人材の職種別の人数とレベルの把握について”職種別の人材数、人材のレベル両方を把握している”、”職種別の人材数だけ把握している“と回答した企業のみ回答。
注：グラフは、IT/デジタル人材数のうち女性人材数の割合を算出した上で、カテゴリ化し作成。

24.5

34.3

16.6

11.3

11.4

11.2

25.9

20.9

30.0

18.5

13.1

22.9

10.8

11.9

9.9

5.2

5.2

5.2

3.8

3.2

4.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1037)

事業会社(n=464)

IT企業(n=573)

直接雇用するIT人材のうち女性の割合

0% 0%超10%以下 10%超20%以下 20%超30%以下 30%超40%以下 40%超50%以下 50%超

36.7

59.6

25.3

11.3

3.4

15.2

22.6

13.0

27.4

14.0

6.8

17.6

7.0

6.2

7.4

6.3

9.6

4.7

2.0

1.4

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=442)

事業会社(n=146)

IT企業(n=296)

デジタル人材（※）のうち女性の割合

0% 0%超10%以下 10%超20%以下 20%超30%以下 30%超40%以下 40%超50%以下 50%超
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◆ さらに事業会社について、DX成果有無と女性人材の割合の関係を見てみると、DX成果なし企業はDX成果あり企業に比べ女性人材
の割合が0%である割合が高い。

補足：DX成果有無別 直接雇用しているIT人材、デジタル人材のうち女性の割合

30.4

24.5

42.9

12.1

12.3

11.7

21.3

23.9

15.6

16.7

16.0

18.2

12.9

15.3

7.8

4.6

4.9

3.9

2.1

3.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=240)

DX成果あり(n=163)

DX成果なし(n=77)

事
業

会
社

直接雇用するIT人材のうち女性の割合【DX成果有無別】

0% 0%超10%以下 10%超20%以下 20%超30%以下 30%超40%以下 40%超50%以下 50%超

54.8

46.5

81.8

4.3

5.6

0.0

17.2

21.1

4.5

5.4

7.0

0.0

5.4

5.6

4.5

12.9

14.1

9.1

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=93)

DX成果あり(n=71)

DX成果なし(n=22)

事
業

会
社

デジタル人材のうち女性の割合【DX成果有無別】

0% 0%超10%以下 10%超20%以下 20%超30%以下 30%超40%以下 40%超50%以下 50%超

注：本設問は、IT人材の職種別の人数とレベルの把握について”職種別の人材数、人材のレベル両方を把握している”、”職種別の人材数だけ把握している“と回答した企業のみ回答。
注：グラフは、 IT/デジタル人材数のうち女性人材数の割合を算出した上で、カテゴリ化し作成。
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◆ 全体的に外国籍人材の活用はまだまだ進んでいないが、事業会社に比べIT企業の方が活用が進んでいる。

直接雇用しているIT人材、デジタル人材のうち外国籍人材の割合

76.0

84.9

69.3

14.2

7.6

19.1

2.9

3.1

2.7

6.9

4.4

8.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=895)

事業会社(n=383)

IT企業(n=512)

直接雇用するIT人材のうち外国籍人材の割合

0% 0%超5.0%以下 5.0%超10.0%以下 10%超

81.9

91.8

76.6

7.5

3.0

9.9

3.1

0.7

4.4

7.5

4.5

9.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=386)

事業会社(n=134)

IT企業(n=252)

デジタル人材のうち外国籍人材の割合

0% 0%超5.0%以下 5.0%超10.0%以下 10%超

注：本設問は、IT人材の職種別の人数とレベルの把握について”職種別の人材数、人材のレベル両方を把握している”、”職種別の人材数だけ把握している“と回答した企業のみ回答。
注：グラフは、IT/デジタル人材数のうち外国籍人材数の割合を算出した上で、カテゴリ化し作成。
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◆ IT企業のうち、DX成果がありと回答している企業は、外国籍人材を活用している割合が高い企業が多い傾向にある。

補足：DX成果有無別 直接雇用しているIT人材、デジタル人材のうち外国籍人材の割合

59.4

56.6

69.0

26.7

27.6

23.8

4.8

4.8

4.8

9.1

11.0

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=187)

DX成果あり(n=145)

DX成果なし(n=42)

IT
企

業

外国籍IT人材の割合【DX成果有無別】

0% 0%超5.0%以下 5.0%超10.0%以下 10%超

71.4

71.8

70.0

10.5

9.4

15.0

6.7

4.7

15.0

11.4

14.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=105)

DX成果あり(n=85)

DX成果なし(n=20)

IT
企

業

外国籍デジタル人材の割合【DX成果有無別】

0% 0%超5.0%以下 5.0%超10.0%以下 10%超
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注：本設問は、IT人材の職種別の人数とレベルの把握について”職種別の人材数、人材のレベル両方を把握している”、”職種別の人材数だけ把握している“と回答した企業のみ回答。
注：グラフは、IT/デジタル人材数のうち外国籍人材数の割合を算出した上で、カテゴリ化し作成。
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第4章 IT人材の獲得・確保方法

設問項目

• IT人材の獲得・確保方針

• 過去1年間で、IT人材を獲得・確保するために行った方法

• 上記のうち、最も多い人数を獲得・確保できた方法

• デジタル事業に対応する人材の職種別獲得・確保方法

• 中途採用（キャリア採用）の増減状況

• 中途採用にあたって重視する事項

• 中途採用の際に対象者の能力や価値を把握するのに参考にし
ているもの

• 中途採用したIT人材の直前の勤務先とそのうち最も多いもの

• IT人材を新たに採用するにあたっての阻害要因

• ここ1年のIT人材の流出（自社からの離職）状況

• IT人材が適職かどうかを判断する基準として重視していると
思われるもの

• 女性・外国人採用に関する取り組み状況
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◆ IT人材獲得の方針については、事業会社・IT企業ともに「新卒・中途採用者を無期雇用し、社内で育成していく」及び「中途採用
（キャリア採用）で即戦力人材を無期雇用する」が多く選択されている。

IT人材獲得の方針

20.8

27.5

13.3

50.2

36.7

65.2

50.5

42.1

59.7

23.2

17.0

30.1

23.2

34.3

10.9

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体(n=1651)

事業会社(n=869)

IT企業(n=782)

IT人材獲得の方針

社内人材の職種転換により確保

新卒・中途採用者を無期雇用し、社内で育成していく

中途採用（キャリア採用）で即戦力人材を無期雇用する

無期雇用での獲得にこだわらず、有期雇用やフリーランス活用等、場合に応じて柔軟に対応する

方針はない

注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものをすべて選択。
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◆ IT人材を獲得・確保した方法について、事業会社で最も多く選ばれているのは「獲得・確保していない」であり、次いで「中途採
用（キャリア採用）」が選択されている。またIT企業では、半数以上の企業が「新卒採用」、「中途採用（キャリア採用）」で獲
得・確保している。

過去１年間でIT人材を獲得・確保するために行った方法

37.1

19.3

56.3

46.1

36.2

56.7

6.1

2.8

9.6

14.2

18.1

9.9

7.4

8.4

6.3

1.3

1.0

1.7

6.9

6.7

7.0

7.4

2.8

12.3

2.4

1.0

3.8

18.5

13.2

24.2

30.6

42.8

17.4

2.3

2.2

2.4

1.0

1.0

0.9

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

全体(n=1574)

事業会社(n=817)

IT企業(n=757)

過去１年間でIT人材を獲得・確保するために行った方法

新卒採用 中途採用（キャリア採用） 外国人採用

既存人材（他部署からの異動者も含む） 関連企業（親会社、情報子会社）からの転籍・出向 M&A、他社への出資で人材の獲得

特定技術を有する企業との契約 特定技術を有する個人（フリーランス）との契約 特定技術を有する個人を兼業・副業で契約

協力企業・派遣企業等の外部人材の活用 獲得・確保していない 獲得・確保を行いたいができていない

その他

注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものをすべて選択。
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◆ 最も多くIT人材の獲得・確保をした方法として、事業会社の半数近くが「中途採用（キャリア採用）」と回答しており最も多い。
一方、IT企業については、「新卒採用」が約５割で最も多く、次いで「中途採用（キャリア採用） 」が約３割である。

最も多くIT人材の獲得・確保をした方法

34.7

16.3

48.0

35.8

43.4

30.2

0.9

0.7

1.0

7.2

16.1

0.7

2.5

4.9

0.7

0.3

0.2

0.3

3.0

4.2

2.2

2.3

0.9

3.2

0.9

0.2

1.4

11.1

11.2

11.0

1.5

1.9

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1018)

事業会社(n=429)

IT企業(n=589)

最も多くIT人材の獲得・確保をした方法

新卒採用 中途採用（キャリア採用） 外国人採用

既存人材（他部署からの異動者も含む） 関連企業（親会社、情報子会社）からの転籍・出向 M&A、他社への出資で人材の獲得

特定技術を有する企業との契約 特定技術を有する個人（フリーランス）との契約 特定技術を有する個人を兼業・副業で契約

協力企業・派遣企業等の外部人材の活用 その他

52

注：本設問は、過去１年間でIT人材を獲得・確保するために行った方法で選択した項目から回答を選択。
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◆ 従業員規模別にみてみると、事業会社・IT企業いずれについても、従業員規模の小さい（事業会社では300名以下、IT企業では30名
以下の）企業について「新卒採用」の割合が10pt以上減少している傾向が見られたため、規模の小さい企業において今年度は新卒採
用を縮小する傾向があったのではないかと推察される。また、事業会社では「既存人材」の獲得・確保の割合がやや増加している。

補足：従業員規模別 最も多くIT人材の獲得・確保をした方法
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26.9

44.8

28.3

15.5

17.3

7.7

1.0

1.9
0.6

0.6

1.2

3.5

0.6

1.0

11.3

3.8

16.4

13.6

1.7

1.2
3.5

2.7

3.8

4.9

1.3

2.5

10.2

1.7 1.7
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15.8

8.2

13.0
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2.2

0.6

1.3

4.5

1.6

2.9

1.8

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=494)

300名以下(n=158)

301名以上1000名以下(n=159)

1001名以上(n=177)

全 体(n=809)

30名以下(n=172)

31名以上100 名以下(n=336)

101 名以上300 名以下(n=200)

301 名以上1000名以下(n=75)

1001名以上(n=26)

事
業

会
社

IT
企

業

（参考）2020年度調査

新卒採用 中途採用（キャリア採用） 外国人採用

既存人材（他部署からの異動者も含む） 関連会社（親会社・情報子会社）からの転籍、出向 M&A 、他社への出資で人材の獲得

協力企業・派遣企業等の外部人材の活用 特定技術を持った企業、IT技術者（個人事業主等）と契約

16.3
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16.1
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25.7
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43.4
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14.3
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4.8

2.2

3.3
1.5

1.7
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0.9

0.7

0.8

1.2

3.2

8.1

0.5

0.8

0.2

0.6

1.4
3.3

0.8

1.9

3.6

1.6

0.6

1.2

1.9

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=429)

300名以下(n=138)

301名以上1000名以下(n=123)

1001名以上(n=168)

全体(n=589)

30名以下(n=210)

31名以上100 名以下(n=200)

101 名以上300 名以下(n=118)

301 名以上1000名以下(n=40)

1001名以上(n=21)

事
業

会
社

IT
企

業

最も多くIT人材の獲得・確保をした方法【従業員規模別】

新卒採用 中途採用（キャリア採用） 外国人採用 既存人材（他部署からの異動者も含む）

関連企業（親会社、情報子会社）からの転籍・出向 M&A、他社への出資で人材の獲得 協力企業・派遣企業等の外部人材の活用 特定技術を有する企業との契約

特定技術を有する個人（フリーランス）との契約 特定技術を有する個人を兼業・副業で契約 その他

53注：本設問は、過去１年間でIT人材を獲得・確保するために行った方法で選択した項目から回答を選択。
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◆ 事業会社・IT企業いずれについても、エンジニア／プログラマを除いて、「獲得・確保していない」が最も高い割合である。
次いで「中途採用（キャリア採用）」の割合が高い。

各職種の人材をどのように獲得・確保しているか

4.9

13.5

17.4

32.2

0.3

2.3

11.0

13.0

3.6

2.1

0.6

0.5

2.2

2.3

0.3

3.0

0.3

1.4

3.3

4.6

66.6

49.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

事業会社(n=674)

IT企業(n=571)

プロダクトマネージャー

3.3

10.6

13.6

22.1

0.0

2.0

11.2

9.5

2.7

1.8

0.0

0.5

2.1

2.4

0.6

3.3

0.3

0.9

3.1

4.9

71.5

61.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

事業会社(n=667)

IT企業(n=548)

ビジネスデザイナー

3.6

13.3

14.1

28.1

0.2

1.8

8.2

11.2

3.0

2.3

0.6

0.5

3.5

3.2

0.5

3.6

0.5

2.0

5.4

6.8

72.3

54.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

事業会社(n=661)

IT企業(n=556)

テックリード
（エンジニアリングマネージャー、アーキテクト）

5.7

11.2

11.0

21.7

0.2

2.6

8.6

8.6

1.4

1.5

0.3

0.6

3.0

2.4

0.3

2.8

0.3

0.9

4.7

4.6

75.3

63.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

事業会社(n=661)

IT企業(n=544)

データサイエンティスト

4.0

12.7

9.5

23.4

0.5

2.5

5.0

8.9

1.1

1.5

0.6

0.5

4.3

3.1

0.5

4.5

0.5

1.1

4.9

6.7

79.1

59.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

事業会社(n=654)

IT企業(n=551)

先端技術エンジニア

3.8

14.7

9.5

22.2

0.5

2.2

6.0

9.0

1.5

1.7

0.3

0.7

3.4

4.2

0.5

4.8

0.5

1.7

6.1

6.1

77.5

58.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

事業会社(n=654)

IT企業(n=545)

UI/UXデザイナー

14.6

52.3

22.8

52.1

1.2

6.6

12.1

9.4

3.4

3.0

0.9

0.5

4.1

5.5

1.2

9.1

0.4

3.3

11.0

18.4

53.1

17.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

事業会社(n=684)

IT企業(n=637)

エンジニア／プログラマ

54

注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものを全て選択。
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◆ 事業会社・IT企業にかかわらず、ここ１年間の中途採用の状況について、３割以上の企業が増えたと回答している。

ここ1年間の中途採用の状況

5.7

7.1

4.7

31.4

34.1

29.6

46.9

49.0

45.5

9.8

4.7

13.3

6.2

5.1

7.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=725)

事業会社(n=296)

IT企業(n=429)

ここ1年間の中途採用の状況

大幅に増えた やや増えた 変わらない やや減った 大幅に減った

55

注：本設問は、過去１年間でIT人材を獲得・確保するために行った方法で”中途採用”を選択した企業のみ回答。
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◆ 中途採用にあたって特に重視する事項としては、事業会社・IT企業ともに「保有する技術やITスキルの種類・水準」が最も多く選
択されている。

中途採用にあたって特に重視する事項

77.3

74.8

79.0

36.4

36.9

36.1

68.3

62.0

72.5

18.6

21.5

16.6

12.7

16.8

9.9

11.8

8.8

13.9

37.5

38.7

36.6

10.2

8.0

11.6

1.0

1.1

1.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体(n=678)

事業会社(n=274)

IT企業(n=404)

中途採用にあたって特に重視する事項

保有する技術やITスキルの種類・水準 ビジネス知識・スキル（ITを活用したビジネスモデルや事業の理解）

コミュニケーションなどIT・ビジネス関連以外のスキル 直接関係するプロジェクトの内容と担った役割（実績）

プロジェクトやタスクの管理経験 リーダーとしてのマネジメント経験

職務や仕事への資質・パーソナリティ・適性 自身のやりたい仕事やキャリア目標

その他

56

注：本設問は、過去１年間でIT人材を獲得・確保するために行った方法で”中途採用”を選択した企業のみ回答。
注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものを３つまで選択。
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3.9

3.6

4.2

2.5

1.6

3.1

42.0

46.8

38.7

24.9

14.7

31.7

3.5

1.2

5.0

33.1

32.1

33.8

19.2

13.1

23.3

30.9

34.1

28.8

4.9

2.8

6.3

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

全体(n=634)

事業会社(n=252)

IT企業(n=382)

中途採用する際に対象者の能力や価値を把握するのに参考としているもの

Facebook、TwitterなどのSNS LinkedInなどの個人プロファイル型のSNS

ヘッドハンティングや転職エージェントからの情報 ITエンジニアのスキルチェックツール（既存、独自含む）

GitHub・Kaggle等のプラットフォーム 資格試験・各種Certification（オープンバッジ、ITベンダー発行のもの含む）

リファラルにおける紹介者からの情報 いずれも参考にしていない（履歴書と面接のみ）

その他

◆ 事業会社・IT企業ともに、中途採用をする際に対象者の能力や価値を把握するのに参考にしているものとして多く選択されている
のは、「ヘッドハンティングや転職エージェントからの情報」、「資格試験・各種Certification（オープンバッジ、ITベンダー発
行のもの含む）」であるが、「いずれも参考にしていない」とする企業も少なくない。また、IT企業では、これらに加え、「ITエ
ンジニアのスキルチェックツール（既存、独自含む）」も多く選択されている。

中途採用する際に対象者の能力や価値を把握するのに参考としているもの

57

注：本設問は、過去１年間でIT人材を獲得・確保するために行った方法で”中途採用”を選択した企業のみ回答。
注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものをすべて選択。
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◆ 中途採用者の直前の勤務先について、事業会社には事業会社からもIT企業からも同程度人材が流入しているが、IT企業については、
事業会社からの流入者はIT企業ほど多くないことがうかがえる。

中途採用した人材の直前の勤務先業種に当てはまるもの

71.8

60.2

80.4

50.8

61.4

43.1

16.4

10.8

20.5

9.1

6.8

10.9

15.9

9.6

20.5

6.6

6.0

7.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体(n=592)

事業会社(n=251)

IT企業(n=341)

中途採用した人材の直前の勤務先業種に当てはまるもの

IT企業（ベンチャー・スタートアップを含まない） 事業会社のIT部門（ベンチャー・スタートアップを含まない）

事業会社の非IT部門（ベンチャー・スタートアップを含まない） ベンチャー、スタートアップ企業

特定技術を持ったフリーランス（個人事業主など） その他

58

注：本設問は、過去１年間でIT人材を獲得・確保するために行った方法で”中途採用”を選択した企業のみ回答。
注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものをすべて選択。
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73.3

65.1

77.9

9.5

19.4

3.8

5.0

5.9

4.5

1.3

1.3

1.3

3.2

1.3

4.3

7.7

6.9

8.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=834)

事業会社(n=304)

IT企業(n=530)

(参考)2020年度調査

IT企業

事業会社のIT部門

事業会社の非IT部門

ベンチャースタートアップ企業

特定技術を持ったフリーランス（個人事業主など）

その他

◆ 中途採用者の直前の勤務先として最も多いものについても、事業会社では、事業会社からの流入が多い企業、IT企業からの流入が
多い企業、どちらも同程度である一方、IT企業については、約７割が転職者の直前の勤務先として最も多いのはIT企業であるとし
ている。なお、 2020年度調査と比較すると、事業会社・IT企業ともに「事業会社のIT部門」と回答する企業の割合が増えている
ことから、IT企業だけでなく事業会社においても転職の動きが活発化していることが示唆される。

中途採用した人材の直前の勤務先業種として最も多いもの

注：本設問は、中途採用した人材の直前の勤務先業種に当てはまるもので選択した項目から回答を選択。
注：2020年度調査の回答選択肢”大手ベンダー（従業員数1,001名以上のIT企業）”、”中堅Sler（従業員数301名以上1,000名以下のIT企業）”、”中小Sler（従業員数300名以下のIT企業）”を”IT企業”、”ユーザー企業のIT部門”
を”事業会社のIT部門”、”ユーザー企業のIT部門以外”を”事業会社の非IT部門”、”ベンチャー、スタートアップ企業（専門分野に特化、デジタル化の推進・支援を専門など） “は”ベンチャー、スタートアップ企業”、”ネットビジネ
ス実施企業”および”その他”を”その他”として集計している。

59.1

43.0

71.0

24.7

43.0

11.1

6.8

5.6

7.6

0.8

1.6

0.3

3.7

2.8

4.4

4.9

4.0

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=592)

事業会社(n=251)

IT企業(n=341)

中途採用した人材の直前の勤務先業種として最も多いもの

IT企業（ベンチャー・スタートアップを含まない）

事業会社のIT部門（ベンチャー・スタートアップを含まない）

事業会社の非IT部門（ベンチャー・スタートアップを含まない）

ベンチャー、スタートアップ企業

特定技術を持ったフリーランス（個人事業主など）

その他

59
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◆ IT企業の従業員規模301名以上、1001名以上の企業を除き、いずれの従業員規模でも、「事業会社のIT部門」と回答する企業の割
合が増えている傾向がみられる。

補足：従業員規模別 中途採用した人材の直前の勤務先業種として一番多いもの

65.1

62.8

67.0

65.5

77.9

65.1

79.7

79.1

87.0

94.7

19.4

8.5

24.0

24.5

3.8

3.8

3.2

4.7

5.6

5.9

10.6

4.0

3.6

4.5

8.5

2.7

5.4

1.9

5.3

1.3

3.2
1.0

1.3

2.8
1.4

0.8

1.3
4.3

4.3

5.7

5.0

4.7

6.9

10.6

4.0

6.4

8.1

14.2

8.1

5.4

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=304)

300名以下(n=94)

301名以上1000名以下(n=100)

1001名以上(n=110)

全 体(n=530)

30名以下(n=106)

31名以上100 名以下(n=222)

101 名以上300 名以下(n=129)

301 名以上1000名以下(n=54)

1001名以上(n=19)

事
業

会
社

IT
企

業

（参考）2020年度調査

IT企業 事業会社のIT部門 事業会社の非IT部門 ベンチャースタートアップ企業 特定技術を持ったフリーランス（個人事業主など） その他

注：本設問は、中途採用した人材の直前の勤務先業種に当てはまるもので選択した項目から回答を選択。
注：2020年度調査の回答選択肢”大手ベンダー（従業員数1,001名以上のIT企業）”、”中堅Sler（従業員数301名以上1,000名以下のIT企業）”、”中小Sler（従業員数300名以下のIT企業）”を”IT企業”、”ユーザー企業のIT部門”
を”事業会社のIT部門”、”ユーザー企業のIT部門以外”を”事業会社の非IT部門”、”ベンチャー、スタートアップ企業（専門分野に特化、デジタル化の推進・支援を専門など） “は”ベンチャー、スタートアップ企業”、”ネットビジネ
ス実施企業”および”その他”を”その他”として集計している。

60

43.0

37.0

37.7

50.5

71.0

62.9

69.9

68.6

100.0

100.0

43.0

35.6

46.4

45.9

11.1

13.8

8.8

17.1

0.0

0.0

5.6

9.6

7.2
1.8

7.6

8.6

9.7

7.1

1.6

2.7
1.4

0.90.3

0.0

0.9

0.0

2.8

5.5

2.9
0.9

4.4

6.0

4.4

4.3

4.0

9.6

4.3

0.0

5.6

8.6

6.2

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=251)

300名以下(n=73)

301名以上1000名以下(n=69)

1001名以上(n=109)

全体(n=341)

30名以下(n=116)

31名以上100 名以下(n=113)

101 名以上300 名以下(n=70)

301 名以上1000名以下(n=27)

1001名以上(n=15)

事
業

会
社

IT
企

業

中途採用した人材の直前の勤務先業種として一番多いもの

IT企業（ベンチャー・スタートアップを含まない） 事業会社のIT部門（ベンチャー・スタートアップを含まない） 事業会社の非IT部門（ベンチャー・スタートアップを含まない）

ベンチャー、スタートアップ企業 特定技術を持ったフリーランス（個人事業主など） その他



All Rights Reserved Copyright© IPA 2022

◆ 採用の阻害要因として、事業会社では「採用予算や人件費の制約」、IT企業では「要求水準を満たす人材にアプローチできない」
が最も多く選択されている。特にIT企業では、半数以上の企業が「要求水準を満たす人材にアプローチできない」を選択している。

IT人材を新たに採用する阻害要因

22.0

25.5

18.0

25.8

28.8

22.3

42.1

31.5

54.1

25.6

24.3

27.0

37.7

37.2

38.4

41.0

41.4

40.5

18.7

24.4

12.1

4.9

6.0

3.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

全体(n=1428)

事業会社(n=761)

IT企業(n=667)

IT人材を新たに採用する阻害要因

戦略上必要なスキルやそのレベルが定義できていない 採用したい人材のスペックを明確にできない 要求水準を満たす人材にアプローチできない

魅力的な仕事を用意できない 魅力的な処遇が提示できない 採用予算や人件費の制約

働く環境や就業形態が合わない その他

61

注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものを全て選択。
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◆ ここ１年間のIT人材の流出（離職）について、IT企業のうち２割の企業が増えたと回答している。

ここ1年間のIT人材の流出（離職）状況

2.3

1.7

2.9

12.1

6.4

18.9

78.5

88.0

67.4

5.1

2.7

7.9

2.0

1.2

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1935)

事業会社(n=1046)

IT企業(n=889)

ここ1年間のIT人材の流出（離職）状況

大幅に増えた やや増えた 変わらない やや減った 大幅に減った

62
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◆ IT人材の転職理由としては、「給与を上げたかったから」、「上司に不満があったから」、「自身のやりたい仕事ができなかった
から」と回答している割合が高い。

補足：IT人材の転職理由（個人調査）

34.0

27.2

25.6

23.4

22.1

21.2

17.6

16.7

16.3

14.4

9.3

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

給与を上げたかったから

上司に不満があったから

自身のやりたい仕事ができなかったから

勤務先の企業の社風に合わなかったから

労働時間が長かったから

上司以外の人間関係に不満があったから

クリエイティブな仕事ができなかったから

先端的な仕事ができなかったから

もっと自由な働き方を実現したかったから

もっとスキルアップしたかったから

その他

転職理由（直近2年で転職した回答者のみ対象）

会社員全体(n=312)

63

注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものを全て選択。
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◆ 事業会社・IT企業にかかわらず「業務を通じてやりがいや面白さを感じているか」、「働きぶりが適正に評価されているか」、
「業務を通じて成長できているか」がIT人材が適職かどうかを判断する基準として重視していると考えている。

IT人材が適職かどうかを判断する基準として重視していると思われるもの

19.2

16.7

21.8

22.6

23.6

21.5

38.2

40.3

36.0

8.0

9.0

6.9

47.8

45.3

50.5

37.0

30.5

43.7

23.8

21.4

26.3

20.0

21.7

18.2

13.6

14.6

12.6

3.7

3.8

3.5

5.6

5.0

6.2

14.5

18.0

10.9

5.3

5.2

5.4

8.2

6.9

9.5

1.7

2.7

0.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

全体(n=1328)

事業会社(n=678)

IT企業(n=650)

IT人材が適職かどうかを判断する基準として重視していると思われるもの

保有スキルと報酬水準が見合っているか 保有スキルが業務に生かせているか

働きぶりが適正に評価されているか 自身に見合った職位に付けているか

業務を通じてやりがいや面白さを感じているか 業務を通じて成長できているか

業務を通じて顧客や社会へ貢献できているか やってみたいIT・デジタル領域の業務やそれに準じるスキルを活かした業務を担えているか

会社や所属組織のビジョンに共感しているか 組織内にロールモデルがいるか

組織内に学び合える仲間がいるか 業務遂行に裁量があるか（仕事のやり方や進め方を決められるか）

プロジェクトや業務選択の自由度があるか 時間や場所に囚われず自由に働けるか

その他
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注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものを３つまで選択。
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◆ 個人調査においても上位３つは 「業務を通じてやりがいや面白さを感じているか」、「働きぶりが適正に評価されているか」、
「業務を通じて成長できているか」となっており、企業の認識と実際の個人の考えに大きなズレはない。

補足：IT人材が適職かどうかを判断する基準 個人と企業の認識

25.6

23.3

20.6

18.9

17.2

15.8

14.6

13.5

13.5

11.6

10.6

8.9

8.5

6.9

1.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

業務を通じてやりがいや面白さを感じているか

働きぶりが適正に評価されているか

業務を通じて成長できているか

保有スキルが業務に生かせているか

保有スキルと報酬水準が見合っているか

自身に見合った職位に付けているか

業務遂行に裁量があるか（仕事のやり方や進め方を決められるか）

業務を通じて顧客や社会へ貢献できているか

時間や場所に囚われず自由に働けるか

やってみたいIT・デジタル領域の業務やそれに準じるスキルを活かした…

会社や所属組織のビジョンに共感しているか

組織内に学び合える仲間がいるか

プロジェクトや業務選択の自由度があるか

組織内にロールモデルがいるか

その他

IT人材の適職度の判断基準（個人）

会社員全体(n=2126)

47.8

38.2

37.0

22.6

19.2

8.0

14.5

23.8

8.2

20.0

13.6

5.6

5.3

3.7

1.7

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

企業の認識

企業全体(n=1328)
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注：上記設問については、いずれもマルチアンサー形式で該当するものを３つまで選択。
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◆ 事業会社の約３割、IT企業の約５割が女性IT人材の獲得意向があるが、実際に獲得できているのはごく一部である。
女性IT人材にフォーカスした施策としては、女性エンジニアによる座談会等の実施や女子大へのアプローチといった採用戦略、時
短勤務、出産・育児休業制度の整備といった社内環境の整備が挙げられた。

女性IT人材の採用の意向と状況

12.3

7.1

18.0

27.5

22.2

33.5

42.0

46.3

37.2

18.2

24.5

11.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1420)

事業会社(n=748)

IT企業(n=672)

女性IT人材にフォーカスした施策の取り組み状況や意向

実施・獲得している

意向はあるが、できていない

意向はない

分からない

女性にフォーカスした施策の内容（FA回答/一部抜粋）

採用
戦略

• 女性エンジニアによる社員対話会や座談会の実施

• 女子大へのアプローチ

• 転職エージェントに、女性IT人材（特に管理職）紹
介の強化（エージェントフィーアップ）

• 子育て中フリーランスの積極活用

• 男女比率均等

社内環
境整備

• キャリア支援に関する施策や役職登用

• 転勤に対する配慮、時短勤務、在宅勤務、出産・育児
休業制度等働きやすい環境整備
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◆ 外国籍人材についても、採用意向のある企業はあるものの、実際に獲得できているのは一部にとどまる。

外国籍IT人材の採用の意向と状況

6.2

3.5

9.2

13.8

12.3

15.5

62.3

60.6

64.2

17.7

23.6

11.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1407)

事業会社(n=742)

IT企業(n=665)

外国人IT人材の採用の意向と状況

実施・獲得している 意向はあるが、できていない 意向はない 分からない
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第5章 IT人材のキャリア形成

設問項目

• IT人材に対して行っているキャリア形成支援

• キャリア形成支援に関するミドルマネージャーの役割・課題
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◆ IT企業では約半数の企業でIT人材に対するキャリア教育や上司によるキャリア面談を実施している一方で、事業会社ではキャリア
形成支援を「行っていない」と回答している企業が半数以上である。

IT人材に対して行っているキャリア形成支援

29.4

18.4

42.3

18.7

11.1

27.6

6.6

3.4

10.3

18.6

14.0

24.0

39.0

25.7

54.7

19.9

17.3

23.1

8.2

3.8

13.3

11.2

6.3

17.0

2.3

1.5

3.1

0.7

0.9

0.6

36.7

52.1

18.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

全体(n=1935)

事業会社(n=1046)

IT企業(n=889)

IT人材に対して行っているキャリア形成支援

キャリアに関する教育の実施 キャリアパスの整備

ロールモデルの提示 キャリアの方向性を踏まえた計画的な配置・育成

上司によるキャリア面談の実施 日常での1on1の実施

上司以外でキャリアについて相談できる存在（キャリアアドバイザー、メンター等）の設置 本人の意向を尊重した自己申告制度（配置・職種転換等）

キャリア開発に向けた経済的支援の拡充 離職者を支援する制度（アルムナイ、カムバック制度）の整備

その他 行っていない

69

注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものをすべて選択。
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55.1

43.2

21.8

35.0
68.4

34.2

22.2

35.5

24.4

4.7

0.0

5.6

42.6

36.1

11.5

23.0

63.9

23.0

11.5

27.9

19.7

3.3

0.0

16.4

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

IT企業【DX成果有無別】

DX成果あり(n=234) DX成果なし(n=61)

補足：DX成果有無別 企業によるキャリア形成支援の状況

◆ DX成果あり企業に比べ、DX成果なし企業ではキャリア形成支援を行っていない場合が多い。

◆ 事業会社のDX成果なし企業では、キャリア形成支援を「行っていない」割合が46.9%と顕著であり、IT人材個人にキャリア形成を
任せている状態がうかがえる。デジタル化を推進し、それを担う人材の競争力を維持・向上し続ける為にも、企業としてIT人材の
キャリア形成にどう向き合うかが問われている。

36.3

23.2

6.4

25.1

43.4

31.8

9.0

38.6

12.7

3.0

0.7

22.5

20.0

11.5

6.2

20.8

32.3

20.8

4.6

21.5

3.1

1.5

0.8

46.9

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

キャリアに関する教育の実施

キャリアパスの整備

ロールモデルの提示

キャリアの方向性を踏まえた計画的な配置・育成

上司によるキャリア面談の実施

日常での1on1の実施

上司以外でキャリアについて相談できる存在（キャリアアドバ…

本人の意向を尊重した自己申告制度（配置・職種転換等）

キャリア開発に向けた経済的支援の拡充

離職者を支援する制度（アルムナイ、カムバック制度）の整備

その他

行っていない

事業会社【DX成果有無別】

DX成果あり(n=267) DX成果なし(n=130)

上司以外でキャリアについて相談できる存在
（キャリアアドバイザー、メンター等）の設置
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注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものをすべて選択。
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◆ 企業はラーニングカルチャー醸成に向けた組織運営についてミドルマネージャーに期待している一方、実際にその役割を果たせて
いると考えている割合は期待の半分以下となっている。また、「社外研修の参加」、「社外コミュニティー参加の企画」という社
外における経験についても、全体のうち約７割の企業がミドルマネージャーに役割として期待している。

ミドルマネージャーの役割と実態（ラーニングカルチャー醸成に向けた組織運営）

34.5

34.7

34.2

50.6

46.9

54.8

15.0

18.4

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1210)

事業会社(n=642)

IT企業(n=568)

ミドルマネージャー自身の学びの姿勢

26.8

27.2

26.5

48.7

45.5

52.2

24.5

27.3

21.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1192)

事業会社(n=633)

IT企業(n=559)

OFF-JTの動機づけ

25.7

27.2

24.0

44.4

41.5

47.7

29.9

31.3

28.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1202)

事業会社(n=636)

IT企業(n=566)

社外研修参加の企画

18.4

19.7

16.9

45.5

42.2

49.3

36.1

38.1

33.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1189)

事業会社(n=633)

IT企業(n=556)

社外コミュニティー参加の企画
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◆ 業務に関する部下のマネジメントについても、ラーニングカルチャー醸成に向けた組織運営と同様、期待は高いものの実際に果たせて
いるとする企業は限られている。ただ、OJTでの指導については、半数の企業が「役割を果たせている」と回答している。

ミドルマネージャーの役割と実態（業務に関する部下のマネジメント） (1/2)

27.7

28.2

27.2

45.1

41.7

49.0

27.1

30.1

23.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1175)

事業会社(n=628)

IT企業(n=547)

ストレッチ目標の付与

29.3

28.1

30.7

45.5

42.7

48.6

25.3

29.2

20.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1188)

事業会社(n=634)

IT企業(n=554)

OJTの機会創出（先端領域に関わる業務の創出）

31.1

27.6

35.0

45.7

43.6

48.1

23.2

28.8

16.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1188)

事業会社(n=633)

IT企業(n=555)

本人の志向と合ったプロジェクトアサイン

50.0

46.0

54.6

31.6

31.4

31.7

18.4

22.6

13.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1207)

事業会社(n=643)

IT企業(n=564)

OJTでの指導
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◆ 「業務の相談を目的とした1on1」、「日常的なコミュニケーションを目的とした1on1」については４割程度の企業が「役割とし
て期待しており、実際にその役割を果たせている」としている。「キャリア相談を目的とした1on1」については、それらと比較し
て、役割を果たせていない様子がうかがえる。

ミドルマネージャーの役割と実態（業務に関する部下のマネジメント） (2/2)

46.5

45.8

47.4

35.4

33.1

38.1

18.0

21.2

14.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1197)

事業会社(n=638)

IT企業(n=559)

業務の相談を目的とした1on1

28.4

28.0

28.9

46.5

42.3

51.3

25.1

29.7

19.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1193)

事業会社(n=636)

IT企業(n=557)

キャリア相談を目的とした1on1

42.7

43.6

41.8

39.5

35.7

43.8

17.8

20.8

14.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1193)

事業会社(n=636)

IT企業(n=557)

日常的なコミュニケーションを目的とした1on1
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補足：DX成果有無別 ミドルマネージャーの役割と実態

46.1

34.1

31.3

20.6

38.3

40.7

44.1

71.0

61.7

39.4

57.8

41.3

31.1

32.6

25.0

20.0

40.0

40.0

53.2

54.3

26.1

37.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

IT企業・成果あり(n=160~166)

IT企業・成果なし(n=45~47)

50.0

36.1

39.2

30.2

38.3

37.1

34.9

55.0

56.4

38.5

53.8

32.7

30.7

26.7

17.8

26.0

29.0

29.0

51.0

48.0

26.0

46.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

ミドルマネージャー自身の学びの姿勢

OFF-JTの動機づけ

社外研修参加の企画

社外コミュニティー参加の企画

ストレッチ目標の付与

OJTの機会創出（先端領域に関わる業務の創出）

本人の志向と合ったプロジェクトアサイン

OJTでの指導

業務の相談を目的とした1on1

キャリア相談を目的とした1on1

日常的なコミュニケーションを目的とした1on1

事業会社・DX成果あり(n=194~200)

事業会社・DX成果なし(n=100~101)

ミドルマネージャーの役割として期待し、実際にその役割を果たせている割合

事業会社 IT企業

38.5

26.0

39.4

26.1

43.6

56.0

50.0

65.2

17.9

18.0

10.6

8.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

DX成果あり(n=195)

DX成果なし(n=100)

DX成果あり(n=160)

DX成果なし(n=46)

事
業

会
社

IT
企

業

役割として期待しており、実際にその役割を果たせている 役割として期待しているが、実際にはその役割を果たせていない 役割として期待していない

ミドルマネージャーの役割【キャリア相談を目的とした1on1】

(n=200)

(n=101)

(n=166)

(n=47)
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注：項目によりｎ値が異なる。回答数の多いｎ値を記載。

◆ 企業に対してもミドルマネージャーの役割について聞いたところ、DX成果有無で比較して「役割として期待し、その役割を果たせ
ている」 割合が10pt以上差のついている役割は、「ストレッチ目標の付与」「キャリア相談を目的とした1on1」であり、DX成果
なし企業はミドルマネージャーによるIT人材のキャリア支援が弱いことが想起される。

◆ また「キャリア相談を目的とした1on1」を詳しく見てみると、「役割として期待していない」と回答した企業も事業会社で約2割
存在する。企業側はミドルマネージャーの役割を再定義し、 育成していくことが求められる。
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第6章 IT人材の学び

設問項目

• 社員の学びに対する会社方針

• IT人材の教育費の増減

• IT人材に今後身につけさせるべき重要度が高いと思うスキル

• 先端技術領域や領域のスキルを学んだ場合、自社の中でそれを
活かす機会の有無

• スキルの向上・新たなスキル獲得に効果的な学び（支援状況）

• スキルの向上・新たなスキル獲得の為の学びの障害

• 情報処理技術者試験などの活用理由

• 情報処理安全確保支援士制度の活用状況
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◆ 事業会社においては、IT人材の学びについて「特に方針はない」と回答している企業が３割以上であり、「会社主導」と回答して
いる企業は全体の２割に満たない。IT企業においては、「特に方針はない」と回答している企業は全体の１割程度であり、「会社
主導」と回答している企業は約４割である。

IT人材の学びについて会社の方針

46.9

44.4

49.7

12.6

11.6

13.7

16.2

8.1

25.3

24.3

35.9

11.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1612)

事業会社(n=852)

IT企業(n=760)

IT人材の学びについて会社の方針

本人主導 会社主導（戦略的・選抜的な投資をする） 会社主導（全社的・底上げ的投資をする） 特に方針はない
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補足：DX成果有無別 IT人材の学びに関する会社の方針

◆ IT企業については、DX成果の有無による学びの方針の傾向と違いはあまり見られなかった一方、事業会社については、DX成果なし企
業はDX成果あり企業に比べ、本人主導の方針を掲げたり、学びの方針がなかったりしている割合が高くなっている。

◆ 事業会社は、IT企業と異なりIT人材が社内人材の大勢ではない場合が多いと思われるが、会社主導で自社IT人材の学びについて積極
的な働きかけを行い、IT人材のスキル向上や新たなスキル獲得を促すことで、自社のDXの成果につながる可能性があるのではないか。

52.4

50.0

57.7

46.5

46.5

46.3

18.3

21.8

10.8

21.5

21.3

22.2

11.7

13.0

9.0

27.3

27.7

25.9

17.5

15.1

22.5

4.7

4.5

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=349)

DX成果あり(n=238)

DX成果なし(n=111)

全体(n=256)

DX成果あり(n=202)

DX成果なし(n=54)

事
業

会
社

IT
企

業

IT人材の学びの方針

本人主導 会社主導（戦略的・選抜的な投資をする） 会社主導（全社的・底上げ的投資をする） 特に方針はない
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◆ 従業員規模が大きいほど、IT人材の学びについて「会社主導」としている企業の割合が高い。

補足：従業員規模別 IT人材の学びに関する会社の方針

44.4

39.5

51.9

48.7

49.7

58.9

44.6

44.0

20.9

33.3

11.6

8.2

10.1

21.3

13.7

11.2

13.2

16.8

25.6

19.0

8.1

4.5

10.6

14.2

25.3

14.2

31.9

36.0

48.8

42.9

35.9

47.9

27.5

15.7

11.3

15.8

10.3

3.2

4.7

4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=852)

300名以下(n=466)

301名以上1000名以下(n=189)

1001名以上(n=197)

全体(n=760)

30名以下(n=367)

31名以上100 名以下(n=204)

101 名以上300 名以下(n=125)

301 名以上1000名以下(n=43)

1001名以上(n=21)

事
業

会
社

IT
企

業

IT人材の学びに関する会社の方針【従業員規模別】

本人主導 会社主導（戦略的・選抜的な投資をする） 会社主導（全社的・底上げ的投資をする） 特に方針はない
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◆ 事業会社・IT企業いずれにおいても、IT人材の教育費については「変わらない」と回答している企業が最も多いが、やや増加傾向
もみられる。事業会社においては、３割近い企業が、IT人材の教育費の増減について「分からない・管理していない」と回答して
いる。

2020年度と比較したIT人材の教育費の増減

79

2.6

1.8

3.6

18.1

12.1

25.1

57.4

55.9

59.1

2.7

1.7

3.9

1.1

0.9

1.3

18.1

27.5

7.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1935)

事業会社(n=1046)

IT企業(n=889)

2020年度と比較したIT人材の教育費の増減

大幅に増えた やや増えた 変わらない やや減った 大幅に減った 分からない・管理していない
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◆ DX成果あり企業の方が、成果なし企業に比べ、教育費が増加している割合が高い。

補足：DX成果有無別 2020年度と比較したIT人材の教育費の増減

3.8

4.9

1.5

5.4

5.6

4.9

20.7

21.7

18.5

34.6

37.2

24.6

58.4

57.3

60.8

51.2

49.1

59.0

1.8

2.2

0.8

4.1

3.4

6.6

0.8

1.1

0.0

2.0

1.7

3.3

14.6

12.7

18.5

2.7

3.0

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=397)

DX成果あり(n=267)

DX成果なし(n=130)

全体(n=295)

DX成果あり(n=234)

DX成果なし(n=61)

事
業

会
社

IT
企

業

2020年度と比較したIT人材の教育費の増減【従業員規模別】

大幅に増えた やや増えた 変わらない やや減った 大幅に減った 分からない・管理していない
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◆ 今後身に着けさせるべき重要度が高いIT人材のスキルについては、2020年度調査に引き続き「人、プロジェクトやタスクのマネジ
メントスキル」が最も多く選択されている。

今後身に着けさせるべき重要度が高いIT人材のスキル

65.6

59.6

70.9

71.4

65.8

76.3

59.9

58.9

60.9

52.8 

53.7 

52.0 

33.0 

35.5

30.8

9.8 

9.0 

10.5 

1.9

2.4

1.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

全体(n=1,747)

事業会社(n=819)

IT企業(n=928)

（参考）2020年度調査

先端技術領域のスキル

人、プロジェクトやタスクのマネジメントスキル

業務関連のコミュニケーションスキル

関連の業務知識

デザイン思考なども活用したビジネス企画スキル

数学や芸術といったSTEAM領域や英語

その他

52.2

42.9

61.9

63.8

58.6

69.2

60.0

58.3

61.8

49.1

50.8

47.4

28.5

30.1

26.9

9.9

9.4

10.3

2.1

2.6

1.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

全体(n=1410)

事業会社

(n=722)

IT企業

(n=688)

今後身に着けさせるべき重要度が高いIT人材のスキル

先端技術領域のスキル（AI/人工知能、 IoT、データサイエンス等）

人、プロジェクトやタスクのマネジメントスキル

業務関連のコミュニケーションスキル（ライティング、ファシリテーション、プレゼンテーション等）

関連の業務知識（商品やサービスの特性、差別化、競合、プロセスやツール、規制その他）

デザイン思考なども活用したビジネス企画スキル

数学や芸術といったSTEAM領域※や英語

その他

81

注：STEAM：科学（Science）・技術（Technology）・工学（Engineering）・芸術（Art）・数学（Mathematics）
注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものをすべて選択。
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◆ 2020年度調査に引き続き、事業会社では４割以上、IT企業では６割以上の企業で、先端技術領域のスキルを活かす場があると回答
している。

IT人材が先端技術領域のスキルを学んだ場合に活かす場があるか

15.7

12.2

19.7

38.3

32.2

45.4

34.7

39.8

28.8

11.3

15.8

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1935)

事業会社(n=1046)

IT企業(n=889)

IT人材が先端技術領域のスキルを学んだ場合に
活かす場があるか

かなりある

多くはないがある

将来的にはわからないが現在はほとんどない

分からない

16.5

15.0 

17.9

44.3

41.7

46.7

31.7

33.9

29.7

7.5

9.4

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,852)

事業会社(n=875)

IT企業(n=977)

（参考）2020年度調査

かなりある

多くはないがある

将来的にはわからないが現在はほとんどない

わからない
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◆ 従業員規模別にみても、2020年度調査とおおよそ傾向は変わらない。事業会社・IT企業ともに、従業員規模が大きいほど、先端技
術領域のスキルを活かす場があると回答する企業の割合が高くなる傾向がある。

補足：従業員規模別 先端技術領域のスキルを活かす場があるか

12.2

7.2

12.6

25.6

19.7

19.7

18.6

16.4

28.8

30.4

32.2

21.8

41.4

51.1

45.4

36.8

51.3

58.2

51.9

52.2

39.8

47.4

37.8

21.1

28.8

34.7

26.3

21.2

17.3

17.4

15.8

23.6

8.1

2.2

6.1

8.8

3.8

4.1

1.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1046)

300名以下(n=601)

301名以上1000名以下(n=222)

1001名以上(n=223)

全体(n=889)

30名以下(n=432)

31名以上100 名以下(n=236)

101 名以上300 名以下(n=146)

301 名以上1000名以下(n=52)

1001名以上(n=23)

事
業

会
社

IT
企

業

IT人材が先端技術領域のスキルを学んだ場合に
活かす場があるか【従業員規模別】

かなりある

多くはないがある

将来的にはわからないが現在はほとんどない

分からない

15.0

14.4

10.4

21.3

17.9

20.4

14.7

15.6

27.5

29.6

41.7

34.9

42.3

51.5

46.7

37.0

47.8

51.8

58.8

48.1

33.9

38.2

37.6

23.0

29.7

35.1

31.2

28.1

12.5

18.5

9.4

12.5

9.7

4.3

5.7

7.5

6.3

4.5

1.3

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体(n=875)

300名以下(n=361)

301名以上1000名以下(n=279)

1001名以上(n=235)

全 体(n=977)

30名以下(n=265)

31名以上100 名以下(n=381)

101 名以上300 名以下(n=224)

301 名以上1000名以下(n=80)

1001名以上(n=27)

事
業

会
社

IT
企

業

（参考）2020年度調査

かなりある

多くはないがある

将来的にはわからないが現在はほとんどない

わからない
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◆ 事業会社と比較すると、IT企業の方が支援が充実している状況がうかがえる。越境学習については、事業会社・IT企業双方で「支
援する仕組みがある」企業の割合が少ない。

スキル向上・新たなスキル獲得のための支援状況

2.9

1.6

3.3

7.4

19.7

18.1

3.1

28.9

23.1

38.5

44.5

43.5

8.1

9.2

6.6

4.9

7.4

31.6

31.7

15.8

38.5

43.1

32.1

23.1

27.0

91.9

87.8

91.8

91.9

85.2

48.7

50.2

81.1

32.7

33.8

29.4

32.3

29.6

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社内兼業・副業における経験(n=683)

社外兼業・副業における経験(n=682)

留職（現在の組織を離れ外の組織で働くこと）での経験(n=676)

インターンシップやトレーニーにおける経験(n=677)

組織内でのナレッジ共有、勉強会やコミュニティ活動等への参加(n=686)

組織外の勉強会やコミュニティ活動等への参加(n=685)

コンペティション(kaggle等)への参加(n=672)

書籍・雑誌による学習(n=689)

web上での情報収集(n=689)

オンライン講座等による学習(n=688)

有償の研修やセミナー等への参加(n=687)

資格取得のための勉強(n=690)

その他(n=37)

越
境

学
習

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

参
加

コ
ン

テ
ン

ツ
学

習

スキル向上・新たなスキル獲得のための支援状況【事業会社】

会社として推奨し、支援する仕組みがある 会社として推奨しているが特に支援はしていない 特に推奨、支援していない

8.7

5.6

4.0

8.6

33.9

29.0

9.8

55.9

42.2

60.7

62.7

62.1

7.0

15.1

12.5

6.0

12.3

39.1

39.5

26.1

29.8

42.4

25.7

22.7

25.1

93.0

76.2

81.9

90.0

79.1

26.9

31.5

64.1

14.3

15.4

13.6

14.5

12.9

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社内兼業・副業における経験(n=609)

社外兼業・副業における経験(n=607)

留職（現在の組織を離れ外の組織で働くこと）での経験(n=603)

インターンシップやトレーニーにおける経験(n=603)

組織内でのナレッジ共有、勉強会やコミュニティ活動等への参加(n=616)

組織外の勉強会やコミュニティ活動等への参加(n=613)

コンペティション(kaggle等)への参加(n=605)

書籍・雑誌による学習(n=617)

web上での情報収集(n=618)

オンライン講座等による学習(n=618)

有償の研修やセミナー等への参加(n=612)

資格取得のための勉強(n=614)

その他(n=43)

越
境

学
習

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

参
加

コ
ン

テ
ン

ツ
学

習

スキル向上・新たなスキル獲得のための支援状況【IT企業】

会社として推奨し、支援する仕組みがある 会社として推奨しているが特に支援はしていない 特に推奨、支援していない
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◆ 事業会社においては、DX成果有無別で、組織内外のコミュニティ参加やコンテンツ学習の支援状況について大きく差がある。

補足：DX成果有無別 スキル向上・新たなスキル獲得のための支援状況

4.4

2.9

5.4

13.3

31.9

26.8

4.9

39.7

32.5

55.3

59.7

58.2

12.5

13.6

9.8

6.9

8.9

37.1

38.3

20.6

39.2

44.5

27.4

19.9

25.5

87.5

82.0

87.3

87.7

77.8

31.0

34.9

74.5

21.1

23.0

17.3

20.4

16.3

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社内兼業・副業における経験(n=206)

社外兼業・副業における経験(n=205)

留職（現在の組織を離れ外の組織で働くこと）での経験(n=204)

インターンシップやトレーニーにおける経験(n=203)

組織内でのナレッジ共有、勉強会やコミュニティ活動等への参加(n=210)

組織外の勉強会やコミュニティ活動等への参加(n=209)

コンペティション(kaggle等)への参加(n=204)

書籍・雑誌による学習(n=209)

web上での情報収集(n=209)

オンライン講座等による学習(n=208)

有償の研修やセミナー等への参加(n=206)

資格取得のための勉強(n=208)

その他(n=8)

越
境

学
習

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

参
加

コ
ン

テ
ン

ツ
学

習

スキルの向上・新たなスキル獲得のための支援状況【事業会社・DX成果あり】

3.0

2.0

2.0

5.2

17.0

17.8

2.1

23.0

21.0

34.0

37.6

37.0

0.0

10.1

6.1

8.1

9.3

42.0

41.6

24.0

48.0

48.0

37.0

29.7

32.0

100.0

86.9

91.9

89.9

85.6

41.0

40.6

74.0

29.0

31.0

29.0

32.7

31.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社内兼業・副業における経験(n=99)

社外兼業・副業における経験(n=99)

留職（現在の組織を離れ外の組織で働くこと）での経験(n=99)

インターンシップやトレーニーにおける経験(n=97)

組織内でのナレッジ共有、勉強会やコミュニティ活動等への参加(n=100)

組織外の勉強会やコミュニティ活動等への参加(n=101)

コンペティション(kaggle等)への参加(n=96)

書籍・雑誌による学習(n=100)

web上での情報収集(n=100)

オンライン講座等による学習(n=100)

有償の研修やセミナー等への参加(n=101)

資格取得のための勉強(n=100)

その他(n=7)

越
境

学
習

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

参
加

コ
ン

テ
ン

ツ
学

習

スキルの向上・新たなスキル獲得のための支援状況【事業会社・DX成果なし】

会社として推奨し、支援する仕組みがある 会社として推奨しているが特に支援はしていない 特に推奨、支援していない
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◆ IT企業においては、DX成果有無別で、組織内外のコミュニティ参加について大きく差がある。また、コンテンツ学習については、
DX成果有無にかかわらず支援を行っている企業の割合が高い傾向にある。

補足：DX成果有無別 スキル向上・新たなスキル獲得のための支援状況

11.3

10.5

6.0

10.0

50.3

42.2

17.4

63.2

52.3

72.3

75.1

74.1

18.2

14.3

14.6

5.4

15.3

37.7

40.5

30.2

29.9

42.0

24.3

20.1

20.6

81.8

74.4

74.9

88.7

74.7

12.0

17.3

52.3

6.9

5.7

3.5

4.7

5.3

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社内兼業・副業における経験(n=168)

社外兼業・副業における経験(n=171)

留職（現在の組織を離れ外の組織で働くこと）での経験(n=168)

インターンシップやトレーニーにおける経験(n=170)

組織内でのナレッジ共有、勉強会やコミュニティ活動等への参加(n=175)

組織外の勉強会やコミュニティ活動等への参加(n=173)

コンペティション(kaggle等)への参加(n=172)

書籍・雑誌による学習(n=174)

web上での情報収集(n=176)

オンライン講座等による学習(n=173)

有償の研修やセミナー等への参加(n=169)

資格取得のための勉強(n=170)

その他(n=11)

越
境

学
習

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

参
加

コ
ン

テ
ン

ツ
学

習

スキルの向上・新たなスキル獲得のための支援状況【IT企業・DX成果あり】

10.6

4.3

6.4

12.8

36.2

29.8

14.9

60.9

47.8

69.6

67.4

66.0

0.0

14.9

12.8

8.5

17.0

48.9

46.8

29.8

32.6

43.5

23.9

28.3

29.8

100.0

74.5

83.0

85.1

70.2

14.9

23.4

55.3

6.5

8.7

6.5

4.3

4.3

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社内兼業・副業における経験(n=47)

社外兼業・副業における経験(n=47)

留職（現在の組織を離れ外の組織で働くこと）での経験(n=47)

インターンシップやトレーニーにおける経験(n=47)

組織内でのナレッジ共有、勉強会やコミュニティ活動等への参加(n=47)

組織外の勉強会やコミュニティ活動等への参加(n=47)

コンペティション(kaggle等)への参加(n=47)

書籍・雑誌による学習(n=46)

web上での情報収集(n=46)

オンライン講座等による学習(n=46)

有償の研修やセミナー等への参加(n=46)

資格取得のための勉強(n=47)

その他(n=5)

越
境

学
習

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

参
加

コ
ン

テ
ン

ツ
学

習

スキルの向上・新たなスキル獲得のための支援状況【IT企業・DX成果なし】

会社として推奨し、支援する仕組みがある 会社として推奨しているが特に支援はしていない 特に推奨、支援していない
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◆ 事業会社・ IT企業変わらず、学びの機会や学んだことを実践する機会の提供と考える企業が半数近くを占める。

IT人材の学びについて支援が必要だと思うもの

38.3

33.3

43.7

46.6

43.8

49.6

45.6

42.1

49.4

18.7

17.3

20.2

31.2

29.7

33.0

11.2

13.5

8.8

19.5

22.6

16.1

35.7

36.1

35.4

6.9

9.3

4.4

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体(n=1469)

事業会社(n=762)

IT企業(n=707)

IT人材の学びについて支援が必要だと思うもの

学びの動機づけ 学びの機会の提供

学んだことを実践する機会の提供 学んだことを実践した後の評価・FBの提供

学びを後押しする文化・雰囲気作り 何をどのように学べば良いかについてガイドの提供

学びの時間確保のための支援 (現業のリソース調整など) 学びに対する経済的支援

学びの支援は必要ない（個人に任せている）
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◆ IT企業においては、DX成果有無による違いはあまり見られない。事業会社においては、DX成果有無で「学んだことを実践する機
会の提供」を回答する企業の割合の差が大きい。

補足：DX成果有無別 IT人材の学びについて支援が必要だと思うもの

36.8

48.0

52.0

20.2

33.6

16.1

22.0

37.2

3.6

50.0

54.1

48.5

20.9

41.3

7.7

15.8

34.7

1.0

35.8

48.1

39.6

24.5

34.9

7.5

24.5

40.6

5.7

51.9

51.9

55.8

15.4

40.4

13.5

15.4

32.7

0.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

学びの動機づけ

学びの機会の提供

学んだことを実践する機会の提供

学んだことを実践した後の評価・FBの提供

学びを後押しする文化・雰囲気作り

何をどのように学べば良いかについてガイドの提供

学びの時間確保のための支援 (現業のリソース調整など)

学びに対する経済的支援

学びの支援は必要ない（個人に任せている）

学びの動機づけ

学びの機会の提供

学んだことを実践する機会の提供

学んだことを実践した後の評価・FBの提供

学びを後押しする文化・雰囲気作り

何をどのように学べば良いかについてガイドの提供

学びの時間確保のための支援 (現業のリソース調整など)

学びに対する経済的支援

学びの支援は必要ない（個人に任せている）

事
業

会
社

IT
企

業

IT人材の学びについて支援が必要だと思うもの【DX成果有無別】

DX成果あり 事業会社(n=223)、IT企業(n=196) DX成果なし 事業会社(n=106)、IT企業(n=52)
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24.3

12.0

3.4

5.6

10.7

16.6

3.3

2.4

1.1

5.1

59.7

2.8

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

普遍的・汎用的な知識・スキルを社員に習得

専門分野・担当業務の知識・スキルを社員に習得

事業推進上必要な製品やサービスに関する知識･スキルを社員に習得

キャリアパスやキャリアフレームワークの設計に活用

採用時に志願者の知識・スキルを客観的に評価

社員の知識・スキルを客観的に評価

社員の行動特性（挑戦意欲や知的好奇心等）を評価

有資格者の人数によって組織の技術力をアピール

投資額に対して育成効果が高い

業界で広く受け入れられている

活用していない

その他

情報処理技術者試験【事業会社（n=1046）】

◆ 情報処理技術者試験を活用している理由としては「普遍的・汎用的な知識・スキルを社員に習得」が最も多く選択されている。

情報処理技術者試験の活用理由【事業会社】

89
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◆ オラクル認定、マイクロソフト認定等のベンダー系資格・試験を活用している理由としては、「専門分野・担当業務の知識・スキ
ルを社員に習得」が最も多く選択されている。

ベンダー系資格・試験の活用理由【事業会社】

6.5

13.9

6.6

3.4

7.9

9.4

2.9

1.7

0.2

2.7

69.1

3.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

普遍的・汎用的な知識・スキルを社員に習得

専門分野・担当業務の知識・スキルを社員に習得

事業推進上必要な製品やサービスに関する知識･スキルを社員に習得

キャリアパスやキャリアフレームワークの設計に活用

採用時に志願者の知識・スキルを客観的に評価

社員の知識・スキルを客観的に評価

社員の行動特性（挑戦意欲や知的好奇心等）を評価

有資格者の人数によって組織の技術力をアピール

投資額に対して育成効果が高い

業界で広く受け入れられている

活用していない

その他

ベンダー系資格・試験（オラクル認定、マイクロソフト認定等）【事業会社（n=1046）】
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◆ ベンダー系以外の資格（民間団体等の資格、社内資格制度、認定情報技術者制度を含む）を活用している理由としては、 「専門分
野・担当業務の知識・スキルを社員に習得」が最も多く選択されている。

ベンダー系以外の資格の活用理由【事業会社】

7.5

8.3

5.0

3.4

5.1

7.7

3.4

1.7

0.8

1.6

72.8

3.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

普遍的・汎用的な知識・スキルを社員に習得

専門分野・担当業務の知識・スキルを社員に習得

事業推進上必要な製品やサービスに関する知識･スキルを社員に習得

キャリアパスやキャリアフレームワークの設計に活用

採用時に志願者の知識・スキルを客観的に評価

社員の知識・スキルを客観的に評価

社員の行動特性（挑戦意欲や知的好奇心等）を評価

有資格者の人数によって組織の技術力をアピール

投資額に対して育成効果が高い

業界で広く受け入れられている

活用していない

その他

ベンダー系以外の資格（民間団体等の資格、社内資格制度、認定情報技術者制度を含む）
【事業会社（n=1046）】
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All Rights Reserved Copyright© IPA 2022

◆ 情報処理技術者試験を活用している理由としては「普遍的・汎用的な知識・スキルを社員に習得」が最も多く選択されている。

情報処理技術者試験の活用理由【IT企業】

60.5

31.4

15.4

29.1

39.9

47.2

23.1

34.1

10.5

37.1

27.2

2.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

普遍的・汎用的な知識・スキルを社員に習得

専門分野・担当業務の知識・スキルを社員に習得

事業推進上必要な製品やサービスに関する知識･スキルを社員に習得

キャリアパスやキャリアフレームワークの設計に活用

採用時に志願者の知識・スキルを客観的に評価

社員の知識・スキルを客観的に評価

社員の行動特性（挑戦意欲や知的好奇心等）を評価

有資格者の人数によって組織の技術力をアピール

投資額に対して育成効果が高い

業界で広く受け入れられている

活用していない

その他

情報処理技術者試験【IT企業（n=889）】
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注：本設問については、マルチアンサー形式で該当するものをすべて選択。
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23.6

44.9

33.0

17.8

25.5

34.9

20.1

26.1

8.8

24.9

35.7

2.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

普遍的・汎用的な知識・スキルを社員に習得

専門分野・担当業務の知識・スキルを社員に習得

事業推進上必要な製品やサービスに関する知識･スキルを社員に習得

キャリアパスやキャリアフレームワークの設計に活用

採用時に志願者の知識・スキルを客観的に評価

社員の知識・スキルを客観的に評価

社員の行動特性（挑戦意欲や知的好奇心等）を評価

有資格者の人数によって組織の技術力をアピール

投資額に対して育成効果が高い

業界で広く受け入れられている

活用していない

その他

ベンダー系資格・試験（オラクル認定、マイクロソフト認定等）【IT企業（n=889）】

◆ オラクル認定、マイクロソフト認定等のベンダー系資格・試験を活用している理由としては、「専門分野・担当業務の知識・スキ
ルを社員に習得」が最も多く選択されている。

ベンダー系資格・試験の活用理由【IT企業】
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18.8

23.4

18.4

12.3

17.1

23.3

17.4

12.6

4.3

7.2

49.2

2.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

普遍的・汎用的な知識・スキルを社員に習得

専門分野・担当業務の知識・スキルを社員に習得

事業推進上必要な製品やサービスに関する知識･スキルを社員に習得

キャリアパスやキャリアフレームワークの設計に活用

採用時に志願者の知識・スキルを客観的に評価

社員の知識・スキルを客観的に評価

社員の行動特性（挑戦意欲や知的好奇心等）を評価

有資格者の人数によって組織の技術力をアピール

投資額に対して育成効果が高い

業界で広く受け入れられている

活用していない

その他

ベンダー系以外の資格（民間団体等の資格、社内資格制度、認定情報技術者制度を含む）
【IT企業（n=889）】

◆ ベンダー系以外の資格（民間団体等の資格、社内資格制度、認定情報技術者制度を含む）を活用している理由としては、 「専門分
野・担当業務の知識・スキルを社員に習得」、「社員の知識・スキルを客観的に評価」が最も多く選択されている。

ベンダー系以外の資格の活用理由【IT企業】
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◆ 「情報処理安全確保支援士」制度を「初めて聞いた」、「制度は知っているが、活用は未定である」と回答する企業の割合が高い
傾向にある。

国家資格「情報処理安全確保支援士」制度の活用状況

14.4

8.4

21.5

9.0

5.2

13.5

3.8

3.3

4.4

2.5

2.2

2.9

31.1

29.0

33.5

17.3

19.6

14.5

31.6

38.1

23.8

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体(n=1935)

事業会社(n=1046)

IT企業(n=889)

国家資格「情報処理安全確保支援士」制度の活用状況

自社の技術者に「情報処理安全確保支援士試験」の受験を推奨している

自社の「情報処理安全確保支援士試験」合格者に資格登録・更新を推奨している

「情報処理安全確保支援士」の資格保有者を採用している・採用を考えている

調達要件などに「情報処理安全確保支援士」の資格保有者を活用している・活用を考えている

制度は知っているが、活用は未定である

聞いたことはあるが、よく知らない

初めて聞いた
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Appendix

設問項目

• 回答者属性

• 業種

• 都道府県・地域

• 従業員数

• IT関連業務の担当部署（事業会社調査結果）

• 参考資料（企業事例）
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◆ 事業会社については、2020年度調査より、「製造業」が約15pt、「学術研究、専門、技術サービス業」が約5pt減少、 「建設業」
が約8pt、「卸売業、小売業」が5pt増加している。

業種（事業会社）

22.0

20.2

7.8

8.9

3.6

12.8

4.4

2.4
6.0

2.5

0.5
3.7

0.2

0.7

2.2

1.8
0.1

0.2

事業会社(n=1046)

製造業(n=230)

卸売業，小売業(n=211)

学術研究，専門・技術サービス業(n=82)

サービス業（他に分類されないもの）(n=93)

運輸業，郵便業(n=38)

建設業(n=134)

金融業，保険業(n=46)

情報通信業(n=25)

不動産業，物品賃貸業(n=63)

生活関連サービス業，娯楽業(n=26)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=5)

宿泊業，飲食サービス業(n=39)

医療，福祉(n=2)

農業，林業(n=7)

教育，学習支援業(n=23)

複合サービス事業(n=19)

鉱業，採石業，砂利採取業(n=1)

その他(n=2)

37.1

14.912.6

8.2

6.0

5.0

4.3

3.8

2.7
1.9

1.1

1.1

0.7

0.2

0.1

（参考）2020年度調査

事業会社(n=878)

製造業(n=326)

卸売業，小売業(n=131)

学術研究，専門・技術サービス業(n=111)

サービス業（他に分類されない） (n=72)

運輸業，郵便業(n=53)

建設業(n=44)

金融業，保険業(n=38)

情報通信業(n=33)

不動産業，物品賃貸業(n=24)

生活関連サービス業，娯楽業(n=17)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=10)

宿泊業，飲食サービス業(n=10)

医療，福祉(n=6)

農業，林業(n=2)

教育，学習支援業(n=1)
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◆ IT企業については、 2020年度調査の比率との差異は極めて小さい。

業種（IT企業）

82.3

5.2

4.9

3.1
2.4

2.0

IT企業(n=889)

受託開発ソフトウェア業(n=732)

情報処理サービス業(n=46)

組込みソフトウェア業(n=44)

パッケージソフトウェア業

(n=28)

情報提供サービス業(n=21)

その他(n=18)

81.4

5.5

4.7

3.3
3.2

1.9

（参考）2020年度調査
IT企業（n=979）

受託開発ソフトウェア業(n=797)

情報処理サービス業(n=54)

組込みソフトウェア業(n=46)

パッケージソフトウェア業(n=32)

情報提供サービス業(n=31)

その他(n=19)
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◆ 2020年度調査より100名以下の回答企業が増加している。

従業員数（パート・アルバイトを除く）

44.4 

20.3

66.1

22.0 

21.0

23.0

9.2 

14.2

4.7

10.1 

17.5

3.5

14.2 

27.0

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1857)

事業会社(n=878)

IT企業(n=979)

100名以下 101名以上300名以下 301名以上500名以下

501名以上1,000名以下 1,001名以上

53.9

35.8

75.1

19.3

21.7

16.4

7.1

10.0

3.6

7.1

11.2

2.2

12.7

21.3

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1935)

事業会社(n=1046)

IT企業(n=889)

従業員数（パート・アルバイトを除く）

100名以下 101名以上300名以下

301名以上500名以下 501名以上1,000名以下

1,001名以上

（参考）2020年度調査
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◆ 2020年度調査と傾向は変わらず、新事業の実施や業務プロセスの設計については事業部門等が担当している割合が高く、全社ITの
企画や社内システム開発等はIT部門が担当している割合が高い。

ITに関する業務を担当している部門（部署）（事業会社のみ）

17.0

24.2

70.4

58.2

63.7

64.9

69.5

27.0

30.2

37.2

80.5

71.8

25.7

19.2

17.8

21.8

21.3

31.0

27.4

50.9

2.5

3.9

4.0

22.7

18.4

13.3

9.2

42.0

42.3

11.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新事業（業務）の実施(n=851)

社内業務プロセス設計(n=863)

全社ITの企画(n=857)

社内システム開発・導入・保守(n=882)

社内IT基盤構築・運用(n=874)

社内システム運用管理(n=889)

情報セキュリティリスク管理(n=880)

社外向けウェブシステム開発・運用(n=819)

社外向けウェブシステム基盤構築・運用(n=820)

データ分析などの高度化による情報活用(n=809)

ITに関する業務を担当している部門（部署）
【事業会社のみ】

IT部門 事業部門等、他部門 IT子会社、外部企業

18.6

27.3

77.9

64.7

71.2

70.3

75.4

29.4

32.8

35.4

78.2

69.3

19.4

15.3

12.5

17.1

18.4

30.4

25.5

52.9

3.2 

3.4 

2.7 

20.0 

16.3 

12.6 

6.2 

40.2 

41.7 

11.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新事業(業務）の実施（n=850）

社内業務プロセス設計（n=849）

全社ITの企画（n=852）

社内システム開発・導入・保守（n=856）

社内IT基盤構築・運用（n=857）

社内システム運用管理（n=858）

情報セキュリティリスク管理（n=855）

社外向けウェブシステム開発・運用（n=836）

社外向けウェブシステム基盤構築・運用（n=829）

データ分析などの高度化による情報活用（n=828）

（参考）2020年度調査

IT部門 事業部門等、他部門 IT子会社、外部企業
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参考資料）スキル可視化の取り組み事例

◆ AGC株式会社は、人財データベース「スキルマップ」の整備・活用により、人財リソースの管理の高度化や、社員自らの専門性の
深耕・キャリア形成を促す環境を整備した。

出所）AGCサステナビリティーデータブック2021および月刊人事マネジメント2015年5月号より、NRI作成

人財DB「スキルマップ」の整備

社員のスキル可視化・成長支援の仕組み

◼ 「どの部門に」「どのスキルを持った人財がいるか」を“見える化”するDB

◼ 専門分野別にカテゴライズされた、大分類40、中分類200のスキルから、社員自身が保有スキルを習熟度の高い順に最大3
つ登録

◼ 2021年12月末現在、計約6,000名が登録

機能

① 現在の人財ポートフォリオの把握

② スキル分類を基にした部門や国を超えた人財交流（部門横断的ネットワーク活動（次項に詳細掲載））

③ 人財探索と適所適財の人財配置

概要

イメージ
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参考資料）スキル可視化の取り組み事例

◆ AGCでは、「スキルマップ」登録のスキルを軸に部門横断的ネットワーク活動を奨励した結果、社員自らが自発的に学ぶ場を創出
した。

出所）AGCサステナビリティーデータブック2021および月刊人事マネジメント2015年5月号より、NRI作成

概要

◼ 会社側でスキル分類ごとのトップ人材を「スキルリーダー」として任命し、スキルリーダー主導のもと、活動目的に
即した活動を同じスキルを持つ社員同士で開催

◼ 同活動を経営層が推奨し、 同活動は業務の一環として扱い、活動費や出張費は本社人事部が負担

◼ 自発的な活動を促す観点から、あくまで成果は求めず、人財交流を主眼とした活動として位置付けている

部門横断的ネットワーク活動

活動目的

◼ 各スキルの深耕

◼ グループ視点による課題解決支援

◼ 人財育成

成果
◼ 部門の枠を超えた人財交流の活発化

◼ 社員による社員の為の、自発的な学びの場を創出

活動事例
（一例）

◼ 社外見学会

➢ 他社の工場や研究所など訪問し見学。先方の類似したスキルを持つ方々と意見交換する機会も設ける。

◼ チャレンジモノづくり

➢ 普段の業務では制作できないような遊び心をもったモノづくりを企画。多部門のメンバーでチーム編成され、過去
にガラスを使ったバレーボールなどを制作。近年では社外パートナーと協働でモノづくりに挑戦している。
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参考資料）ミドルマネージャーの育成

◆ りそなグループでは、個々のキャリア形成意識の多様化への対応やスペシャリスト育成の為、2021年4月より社員一人一人が自身
の希望コースを申告する「コース制」を導入した。社員は業務分野別の19コースから、「現在の職種」と、 「今後希望する職種」
2つをマネージャーとの面談を通じて登録する。

◆ 制度導入に伴い、社員のキャリア形成支援の為のミドルマネージャーの役割にフォーカスを当て、ミドルマネージャーの育成にも
力を注いでいる。

出所）ITmediaビジネスオンライン「NEC、りそな、パーソル―“息切れしない”企業改革、大手3社に共通する「ヒト投資」」(2021.06.11)、りそなグループ提供資料、およびヒアリングよりNRI作成

✓ 本社の管理職クラス、支店長
等には部下のキャリア面談に
対応するスキルを身に着ける
ための研修を実施

✓ 「コース制」導入に合わせて
適切な指導がより重要になる
ことを共有

✓ マネージャー自らが果たす役
割について考える機会を提供

りそなグループの「コース制」運用におけるミドルマネージャーの役割と教育

ミドルマネージャーの教育

①現在の職種 ②希望する職種＋

19コース

ミドルマネージャーによるキャリア面談

19コースから
下記2つの職種を登録

✓ 選択コースに該当する担当
部署が案内するキャリアイ
ベントや、アドバイザーに
よるサポート、キャリア形
成に関する研修の案内

✓ （将来的には、異動配置を
勘案する仕組みにも活用）

各種施策への接続
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参考資料）人と業務のマッチングの仕組み

◆ ソニーグループは、1966年から運用している「社内募集制度」を2015年より整備・拡張し、社員自らキャリアを築いていける為
の仕組み・仕掛けを提供し続けている。

◆ 部署異動を伴う公募制度は、実際に年間数百人規模で活用されている。

社内募集
（大募集）

社内募集
（特別募集）

各部署が求人を社内サイトに掲載
社員がエントリーし、マッチすれば異動
※ 年2回（2・8月）、幅広く人財を募集

（上記大募集と同様）

※ 随時、重点的に人財を募集

採用
求人
（通常案件）

人事部
審査

社内サイト
掲示
（年2回）

社員
エントリー

異動

社内サイト
掲示
（随時）

社員
エントリー

採用 異動

制度 異動までの流れ 概要

社内募集制度を世界規模に拡大（応募・決定プロセスは個別に実施）
グローバル・
ジョブ・
ポスティング

公
募
制
度

キャリア
プラス
（社内副業）

本来の業務を続けながら
業務時間の一部（週１～2回）を
別業務に充てる

求人
社員
エントリー

採用 兼業

出所）ソニーグループ各種公開情報、同社へのヒアリングよりNRI作成

求人
（重要案件）
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